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初夏の清々しい季節を迎え、会員の皆様には、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
このたび、平成２４年６月２６日開催の総代会並びに理事会におきまして、前理事長の山上博資が会長
に、和田政則が理事長に就任いたしましたので、謹んでご報告申し上げます。
またここに平成２３年度・第９１期の決算並びに事業の概況をご報告するにあたり、平素のご愛顧とご
支援に対しまして、心から厚くお礼を申し上げます。
さて、当期におけるわが国の経済情勢は、「東日本大震災」で寸断されたサプライチェーンや生産
設備の復旧が進むとともに、消費の自粛ムードもようやく和らぎを見せて、国内の経済活動は平常を
取り戻しつつあります。
一方、長引く電力不足への対応や原材料の高止まりなどによるコスト上昇に加え、円高とその長期
化懸念により、輸出企業を中心に業績の下振れ懸念が高まっているほか、欧州債務問題の深刻化や米
国経済の減速、新興国の成長鈍化などにより、世界的に経済情勢は不安定さを増してきております。
かかる情勢の中でも、当金庫は「迷わず信用金庫する」理念のもと、徹底した小口多数取引による
基盤拡大に努め、中小企業の育成支援に真向から取組んで参りました。
また、経営効率化の一環として店舗の見直しを行い、会員の利便性に配慮しつつ、２４年２月に２ヶ店
を近隣店舗に統合するなど、収益性の向上、効率化に努めました。
この結果、平成２４年３月末の預金残高は２，０１５億９千２百万円、融資残高８４９億９百万円、会員数２万９千
人、出資金６億８千４百万円となりました。
一方、収益面では、貸出金収益が減少したことに加え、引き続き債権の自己査定を厳格に実施、適
切な償却・引当を行い、資産の一層の健全化に努めるとともに、預け金や国債等を中心とした安全第
一を心掛けた余資運用を行った結果、経常利益は５億５千３百万円、当期純利益は１億４千８百万円となり、
黒字経営を持続しました。
これにより、自己資本額は１８８億１千５百万円となり、金融機関の健全性を示す自己資本比率は対前
期比０．９２ポイント上昇し、国内基準４％の５倍を上回る２２．８６％となりました。
これもひとえに取引先会員をはじめ地域の皆様方のご支援の賜と深く感謝申し上げる次第でありま
す。
平成２４年度の日本経済の情勢につきましても、東日本大震災復興の長期化や原発問題による電力の
供給不足などの要因により、不安定な状態が続くものと思われ、急激な景気回復は期待できず、地域
金融機関にとっては厳しい経営環境が続くものと予想されます。
このような情勢下、本年１１月１４日に創立９０周年を迎えますが、預金の期中平残２，０００億円を達成す
ることで「くずれない２，０００億円金庫」を確立するとともに、「くずれない黒字体質」構築のため、
引き続き「２，０００・２００・２０・５、Go運動」を継続いたします。
加えて、コンプライアンス態勢、リスク管理態勢づくりに注力し、経営の健全性維持と更なる体質
強化をはかりながら、中小企業金融の円滑化に努め、地域との共存共栄かつ地域貢献に徹することで、
来るべき１００周年に向けての足固めを行ってまいりますので、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜り
ますようお願い申し上げ、ご挨拶といたします。

平成２４年６月２６日
会 長 山 上 博 資

理事長 和 田 政 則

ごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごああああああああああああああああああああああああああああああいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいささささささささささささささささささささささささささささささつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつ

会 長
山 上 博 資

理事長
和 田 政 則
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当金庫の概要 （平成２４年３月末現在）

営業地区 ● 大分市 ● 別府市 ● 臼杵市 ● 津久見市 ● 佐伯市 ● 竹田市
● 杵築市（旧西国東郡太田村を除く） ● 豊後大野市 ● 由布市 ● 国東市
● 速見郡日出町 ● 東国東郡姫島村

主な事業内容

１．預金業務
当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金等を取り扱っ
ております。

２．貸出業務
⑴ 貸 付 手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。
⑵ 手形の割引 商業手形等の割引を取り扱っております。

３．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

４．内国為替業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

５．附帯業務
⑴ 代理業務
① 日本銀行歳入代理店
② 地方公共団体の公金取扱業務
③ 信金中央金庫、株式会社日本政策金融公庫等の代理貸付業務
⑵ 貸金庫業務
⑶ 債務の保証
⑷ 公共債の引受
⑸ 国債の窓口販売
⑹ 保険商品の窓口販売（保険業法第２７５条第１項により行う保険募集）
⑺ スポーツ振興くじの販売・払戻業務

会員の推移 （単位：名）

出資金の推移 （単位：百万円）

出資配当率 （単位：％）

● 創 業 大正１１年１１月 ● 預 金 ２０１，５９２百万円
● 貸出金 ８４，９０９百万円
● 出資金 ６８４百万円

● 会員数 ２９，３６５人
● 店舗数 ２７店舗
● 常勤役職員数 ２２３人

区 分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
法 人 会 員 ４，１１４ ４，１０２ ４，０９７ ４，０７８ ４，０３５
個 人 会 員 ２１，５７４ ２２，４２０ ２３，３３６ ２４，５１２ ２５，３３０
（個人事業主） （３，４２４） （３，４６２） （３，２４８） （３，２９６） （３，２６２）
合 計 ２５，６８８ ２６，５２２ ２７，４３３ ２８，５９０ ２９，３６５

区 分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
法 人 会 員 １６４ １６４ １６０ １５８ １５８
個 人 会 員 ５１８ ５１９ ５２１ ５２４ ５２６
（個人事業主） （６５） （６８） （６２） （６４） （６８）
合 計 ６８３ ６８３ ６８２ ６８３ ６８４

区 分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
配 当 率 ２．０ ２．０ ２．０ ２．０ ２．０

当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫のののののののののののののののののののののののののののののの概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概概要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織
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役員一覧 （平成２４年７月１日現在）

会 長（代表理事） 山上 博資 理 事（非常勤） 安部 萬年

理 事 長（代表理事） 和田 政則 理 事（非常勤） 安部 敏明

常務理事（代表理事） 野田 猛芳 理 事（非常勤・相談役） 野尻 康秀
審査管理部長常勤理事��

�
�鶴田 裕士 理 事（非常勤） 谷口 一郎兼債権管理室長

常勤理事（本店営業部長） 三原 聖史 常任監事 首藤 清信

常勤理事（業務部長） 大村 文明 監 事（非常勤） 秦野 晃郎

常勤理事（新屋敷支店長） 御手洗吉徳 員外監事（非常勤） 藍澤 淳三

組織図 （平成２４年７月１日現在）

城

南

支

店

わ
さ
だ
支
店

光

吉

支

店

畑

中

支

店

古
国
府
支
店

府
内
町
支
店

西
新
町
支
店

中

島

支

店

滝

尾

支

店

東
大
分
支
店

高

城

支

店

萩

原

支

店

鶴

崎

支

店

坂
ノ
市
支
店

森

町

支

店

臼

杵

支

店

津
久
見
支
店

臼
杵
南
支
店

新
屋
敷
支
店

佐

伯

支

店

鶴

岡

支

店

渡
町
台
支
店

海

崎

支

店

や
よ
い
町
支
店

本
店
営
業
部

西
大
分
支
店

別

府

支

店

総 代 会

監 事 会理事会
会 長

常 任 監 事
常務会

監 査 室 理 事 長
非常勤監事

常 務 理 事 常 勤 理 事
員 外 監 事

非 常 勤 理 事

相 談 役

コンプライアンス対応委員会 リスク管理委員会

有価証券運用常務会 有価証券運用審査会

衛

生

委

員

会

続
だ
い
し
ん
２１
ビ
ジ
ョ
ン

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
委
員
会

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
委
員
会

個
人
情
報
保
護
対
策
委
員
会

資
産
査
定
委
員
会

不
祥
事
件
対
策
委
員
会

事
務
見
直
し
委
員
会

資 金 運 用 常 務 会 資 金 運 用 審 査 会

融 資 常 務 会 融 資 審 査 会

経 費 予 算 常 務 会 経 費 予 算 審 査 会

人 事 常 務 会

審査・債権管理部門 業務・事務管理部門 総 務 ・ 人 事 部 門

債
権
管
理
室

審
査
管
理
部

事
務
管
理
部

業

務

部

総

務

部し
ん
き
ん
相
談
所

管
理
債
権
償
却

債
権
管
理
回
収

余
資
運
用（
有
価
証
券
）

代
理
業
務

融
資
審
査
・
管
理

集
中
事
務

事
務
管
理

戦
略
デ
ー
タ
管
理

Ｉ
Ｔ
化
推
進

業
務
・
広
報
企
画

余
資
運
用（
預
け
金
）

余
資
運
用
審
査（
有
価
証
券
）

人
事

経
理

総
務

組
織
化
推
進

地
域
取
引
推
進

事務センター

西ブロック 南ブロック 中央ブロック 東ブロック 鶴坂ブロック 臼津ブロック 佐伯ブロック



Ｄ
Ｉ
Ｓ
Ｃ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｅ

２
０
１
２

４

大正１１．１１．１４ 初代理事長山上猛虎が発起人となり、大分市
大字大分１２２６番地の１に於いて有限責任大分
信用組合を設立、事業開始

昭和 ８．８．１３ 大分市大字大分１２３１番地（現府内町支店）に
本店新築移転

１８．８．２５ 市街地信用組合法施行により大分信用組合に
名称変更

２４．６．１ 国民金融公庫代理業務取扱開始

２６．１０．２０ 信用金庫法施行に伴い大分信用金庫に名称変更

３０．４．１ 中小企業金融公庫代理業務取扱開始

３２．１１．２３ 創立３５周年記念式典

３４．１．１６ 全国信用金庫連合会代理業務取扱開始
１０．３１ 中小企業退職金共済事業団委託店契約
１１．１９ 大分市中小企業経営合理化資金、中小企業退

職事業団代理店事務取扱開始

３７．４．５ 住宅金融公庫代理業務取扱開始
１１．１４ 創立４０周年記念式典

３８．１０．１０ 林業信用基金代理業務取扱開始
１０．２２ 日本不動産銀行代理業務取扱開始

３９．４．１ 大分市公金収納事務取扱、県中小工鉱業経営
改善資金貸付取扱

１０．１ 日本長期信用銀行代理業務取扱開始

４０．３．３１ 日本興業銀行代理業務取扱開始
１２．１ 小規模企業共済事業団委託店契約

４２．１２．１ 日本電信電話収入金取扱開始

４３．７．１ NHK放送受信料の口座振替取扱開始

４４．４．１ 大分県税収納事務取扱開始

４５．１２．１ 大分市水道局収納事務取扱開始

４６．３．１５ 本店（現在地）新築移転オープン

４７．７．１ 環境衛生金融公庫代理業務取扱開始
７．８ 雇用促進事業団代理業務取扱開始
８．１ 年金福祉事業団代理業務取扱開始
１１．１４ 創立５０周年記念式典

４８．４．２０ 独身寮・社宅建築竣工

４９．４．１ 大分手形交換所直接加盟
１２．２４ 日本銀行と当座預金取引開始

５０．１１．２５ 日本銀行歳入代理店事務取扱開始

５１．４．１ 別府市公金収納代理事務取扱開始
６．２２ 大分しんきん相談所、相談窓口設置

１０．１ 為替オンライン全国一斉スタート
１２．２４ 預金量３００億円達成

５４．２．１３ 全国銀行内国為替制度加盟
７．１ 医療金融公庫代理業務取扱開始

５６．１０．１２ 新総合オンラインスタート
１２．２２ 預金量５００億円達成

５８．９．２２ 証券業務認可（蔵証第３０７１号）
１０．２ 創立６０周年記念式典
１１．１４ 全国信用金庫（新）データー通信システム移行

５９．２．１１ 創立６０周年記念植樹（於：大分市裏川公園）

４．６ 全店CD設置完了

６０．２．１２ 全店しんきんテレホンサービス（振込自動通
知）取扱開始

６．５ 全信連と外国為替取引締結

６２．８．７ 「西日本建設保証株式会社とその公共工事前
払金業務」取扱開始

１０．１ 「大分地域CDネットサービス（OCS）」取扱
開始

１０．２０ 「九州しんきんリース株式会社」とのリース
業務取扱開始

平成 １．２．１ 完全週休二日制実施

２．８．６ 両替業務取扱開始

３．６．２４ 「大分県地域共同バンクPOSサービス」取扱
開始

５．５．１９ 創立７０周年記念式典（記念事業として大分川
河畔ラブリバー事業に協賛し、植樹・諸設備
について大分市に目録贈呈）

６．２２ 創立７０周年記念事業として別府市民健康増進事
業に協賛し、健康増進機器を別府市に目録贈呈

６．２５ 創立７０周年記念事業として津久見市スポーツ
公園植栽計画に協賛し、植栽及び諸設備につ
いて津久見市に目録贈呈

９．２４ 創立７０周年チャリティーコンサート主催（東
京フィルハーモニーオーケストラ）

１１．１８ 東京フィルチャリティーコンサート益金
（１，２５０，０２７円）を大分合同福祉事業団へ寄附

６．１．８ 中国武漢市金融団の当金庫視察

当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫ののののののののののののののののののののののののののののののああああああああああああああああああああああああああああああゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみ
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１０．１７ 流動性預金金利自由化により金利の完全自由化

７．１．４ 全信連大分駐在員事務所開設（当金庫５階）
３．２５ 創立７０周年記念植樹祭実施

８．１０．１９～２０ 「ヤングコアフェスタ in BEPPU KYUSYU」
参加

９．４．１ 「だいしんギャラリー」オープン
１０．１８～１９ ヤングコアフェスタ in 山梨参加

１０．６．１５ 信用金庫の日「しんきん文化の架け橋 ９８」
実施（以降毎年「文化保存」「環境保全」を
テーマにイベント開催）

１１．３．２９ 郵貯ATM相互接続開始
６．２５ 「コンプライアンスマニュアル」制定
１１．２９ 宝くじ販売事務取扱

１２．３．６ デビットカード取扱開始
３．２４ 大分川河畔ラブリバー工事、照明灯費用寄贈

（大分市）
３．３１ 預金期中平残１０００億円達成
１２．４ 全国しんきんATMゼロネットサービス取扱

開始
１２．２５ 大分川河畔ラブリバー事業・照明灯設置工事

費用寄贈（大分市）

１３．３．５ スポーツ振興くじ販売及び払戻業務開始
１２．２１ 本支店パソコンネットワーク完成（WAN）

１４．２．２５ 臼杵信用金庫事業譲受
６．１０ 佐伯信用金庫事業譲受
８．２ 府内戦紙／練り部門優秀賞受賞
１０．５ 南信協野球大会優勝（於：宮崎県）

１５．６．１２ 個人向け国債取扱開始
６．２７ 創立８０周年記念式典（記念事業として、大分

川右岸の環境整備事業に協賛し、照明設備及
び植樹費用として、大分市に目録贈呈）

８．１ 府内戦紙／踊り部門優秀賞受賞
８．２９ 「リレーションシップバンキングの機能強化

計画」策定
１０．１４ 公庫買取型住宅ローン取扱開始

１６．８．６ 府内戦紙／踊り部門優秀賞受賞
１１．１５ 臼杵支店移転

新築オープン

１７．３．５ 創立８０周年記念植樹祭開催（大分川右岸環境
整備事業の完成を祝う会）

８．５ 府内戦紙１等賞受賞

１８．８．４ 府内戦紙／練り部門優秀賞受賞
１１．１７ 「フリーモールサンリブ佐伯店」に店外ATM

コーナーオープン

１９．２．１９ 店舗統合を実施
「南大分支店」と「えのくま支店」を統合し
「城南支店」としてスタート
「府内町支店」と「金池支店」を統合し「府
内町支店」としてスタート

８．３ 府内戦紙／マナー部門優秀賞受賞
９．２９ 「フレスポ春日浦」に共同ATM新設
１１．２９ 「ゆめタウン別府店」に共同ATM新設

２０．８．１ Little-B府内戦紙／マナー部門優秀賞受賞
９．１２ 大分県農業信用基金協会と債務保証契約を締結
１１．２３ しんきん携帯電子マネーチャージサービス取

扱開始
１２．２ ネット口座振替受付サービス取扱開始

２１．８．７ 府内戦紙／踊り部門優秀賞 Little-B府内戦紙／
練り部門優秀賞・マナー部門優秀賞 受賞

１２．１４ 金融円滑化相談窓口設置

２２．８．９ 夏休み親子スクール「お金の働き・金融機関
の役割について」

２３．１．１ 反社会的勢力排除条項の導入に伴う預金取引
規定等の改定および同意書の徴求開始

２．１４～１８ だいしん矢車会・経営相談会

８．５ 府内戦紙／審査員特別賞受賞

２４．２．２０ 店舗統合を実施
「西新町支店」と「浜町支店」を統合「西新
町支店」としてスタート
「稙田支店」と「宗方支店」を統合。新築移
転のうえ「わさだ支店」としてスタート
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大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分分信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信信用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動
地地地地地地地地地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域域域域域域域域域づづづづづづづづづづづづづづづづづづくくくくくくくくくくくくくくくくくくりりりりりりりりりりりりりりりりりりのののののののののののののののののの応応応応応応応応応応応応応応応応応応援援援援援援援援援援援援援援援援援援団団団団団団団団団団団団団団団団団団

大分・臼杵・佐伯地区各地で繰り広げられるお祭り等に、
当金庫若手職員で構成された「お祭りクラブ」で積極的に
参加し、今ではユニークな地域貢献活動として定着してい
ます。「お祭りクラブ」が応援することで、みこし巡行が
復活した祭りがあるなど、地域の方々から頼りにされてい
ます。

府府府府府府府府府府府府府府府府府府 内内内内内内内内内内内内内内内内内内 戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦戦 紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙紙

大分の夏を飾る大分市最大のイベント「府内戦紙」。
当金庫は参加企業としての「だいしん」と、当金庫が組織
する若者の組織「Little-B」の２基の山車で毎年出場してお
ります。
平成２３年度は「だいしん」が審査員特別賞を受賞し大分
の街を盛り上げました。

スススススススススススススススススス ポポポポポポポポポポポポポポポポポポ ーーーーーーーーーーーーーーーーーー ツツツツツツツツツツツツツツツツツツ 振振振振振振振振振振振振振振振振振振 興興興興興興興興興興興興興興興興興興

地元企業として、少年サッカーの発展に寄与することを
目的に平成６年から開催している「だいしんカップ少年サッ
カー大会」は、大分市内はもとより佐伯市等県南からの参
加チームも多く、特に６年生にとっては公式戦最後の大会と
なることも併せ、年々参加チームも増加して盛大に行われ
ています。
また、県民すこやかスポーツ祭予選となる「大分市ミニ
バレーボール大会」への協賛、鶴崎支店主催で「鶴崎・大
在地区ミニバレーボール大会」も毎年開催しております。

信信信信信信信信信信信信信信信信信信 用用用用用用用用用用用用用用用用用用 金金金金金金金金金金金金金金金金金金 庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫 のののののののののののののののののの 日日日日日日日日日日日日日日日日日日

信用金庫業界では信用金庫法が公布、施行された６月１５日
を「信用金庫の日」と定め、業界統一事業として取り組ん
でおります。「だいしん」では、毎年この事業に積極的に
参加し、「環境保全」「文化保存」を目的に取り組んでおり、
平成２４年度はロボットのぞみによるパフォーマンスショー
と環境パフォーマンスで学ぶ笑顔の地域づくり」と題して、
らんま先生による講演会を行いました。
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地域活性化に活発な活動の会員組織地域活性化に活発な活動の会員組織地域活性化に活発な活動の会員組織地地域域活活性性化化にに活活発発なな活活動動のの会会員員組組織織

地元の中小企業の若手経営者や事業後継者で構成され、“じぶんづ
くり”“わが社づくり”“おおいたづくり”を目的に活動しています。
会員数は約５００名、支部の役員で構成する本部会員が約１００名で、

勉強会や視察研修などを行っています。
平成２３年度視察研修は四国伊方原発ビジターズハウスの見学を行
いました。また、人づくりフォーラムを開催し、「強みを生かした
自己改革」と題して藤堂昌恒氏を講師に招き、講演会を行いました。

地元の中小企業で働く若い男女約３，６００名の会員で構成され、若
者の文化・情報発信・会員相互交流の場を提供することを目的とし
て活動しています。
主な活動内容は、府内戦紙への出場、ボーリング大会、クリスマ
スパーティなど各種イベントの開催で、会員自らが企画・運営に携
わっています。

当金庫では、会員事業所の営業支援『だいしん発「大分事業所ブ
ランド」づくり』を目的に「ビジネスマッチング（取引先紹介）サー
ビス」の取り組みに向け、平成１７年９月に「だいしん矢車会」を発
会しました。これまで、ご要望の多かった販路拡大のための新たな
取引先紹介や業務提携、斡旋仲介など、相手先紹介を当金庫の情報
網を活用し提供するもので、現在約１００企業の会員組織となってお
ります。
対象とするサービスとしましては、１、販売先・仕入先などの取
引先紹介 ２、生産技術の委託先・受注元の紹介 ３、技術の提供先・
提供元の紹介などがあります。平成２３年度は平成２４年２月６日から２
月１０日にかけ「だいしん矢車会経営相談会」を開催しました。

当金庫で年金をお受取りの方、またはご予約の方を対象に構成さ
れています。
年金受取日には全店で年金感謝デーを実施しているほか、専門ス
タッフが健康・医療・介護の相談にお応えする「健康サポートプラ
ン」を祝祭日を除き２４時間いつでも受付けています。

大大分分デデザザイインン会会議議

LLiittttllee－－BB

だだいいししんん矢矢車車会会

だだいいししんん元元気気会会

大分デザイン会議「視察研修」

大分デザイン会議「人づくりフォーラム」

Little-B「クリスマスパーティ」

だいしん矢車会「経営相談会」
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店 舗 所 在 地 電 話
お取扱い時間 ＡＴＭ

／ＣＤ平 日 土 曜 日曜・祝日
本店営業部 大分市大道町３丁目４番４２号 ０９７‐５４３‐５１５１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
府内町支店 大分市府内町１丁目４番２８号 ０９７‐５３５‐１１００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
西新町支店 大分市中央町３丁目３番１１号 ０９７‐５３２‐２１１６ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
西大分支店 大分市浜の市１丁目３番３４号 ０９７‐５３６‐１３１１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
東大分支店 大分市南津留１１番４号 ０９７‐５５８‐１５１１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
中 島 支 店 大分市中島東２丁目１番３号 ０９７‐５３４‐７１８７ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
鶴 崎 支 店 大分市中鶴崎１丁目７番１５号 ０９７‐５２７‐３１９５ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
坂ノ市支店 大分市坂ノ市中央３丁目１８番１４号 ０９７‐５９２‐１６１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
津久見支店 津久見市中央町２４番２０号 ０９７２‐８２‐２１９５ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
別 府 支 店 別府市元町１５番１９号 ０９７７‐２３‐０３８１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
高 城 支 店 大分市高松東２丁目５番１３号 ０９７‐５５８‐３７８８ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
わさだ支店 大分市大字木ノ上２３番地１ ０９７‐５４１‐１２２１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
滝 尾 支 店 大分市下郡南３丁目２番１７号 ０９７‐５６９‐５８４６ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
城 南 支 店 大分市大字荏隈７１７番地の１ ０９７‐５４３‐３１１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
萩 原 支 店 大分市牧２丁目１番１号 ０９７‐５５６‐００５６ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
光 吉 支 店 大分市大字光吉７６４‐３ ０９７‐５６７‐０３１１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
畑 中 支 店 大分市大字豊饒１８０番地の１ ０９７‐５４７‐０１７１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
古国府支店 大分市大字古国府４１６番地の７ ０９７‐５７３‐５１１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
臼 杵 支 店 臼杵市大字臼杵字新町６６４番地の１ ０９７２‐６３‐０２２２ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
臼杵南支店 臼杵市大字野田３３５番地の１ ０９７２‐６３‐３１１０ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
森 町 支 店 大分市大字森町５１７番地の３ ０９７‐５２２‐０８１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
佐 伯 支 店 佐伯市駅前２丁目７‐１５ ０９７２‐２４‐１５１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
新屋敷支店 佐伯市大手町２丁目１‐２４ ０９７２‐２４‐１３１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
鶴 岡 支 店 佐伯市鶴岡町１丁目３‐２ ０９７２‐２４‐１４１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
渡町台支店 佐伯市長島町１丁目２４‐１２ ０９７２‐２４‐１６１１ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
海 崎 支 店 佐伯市大字戸穴３５２番地の１ ０９７２‐２７‐８１１１ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
やよい町支店 佐伯市弥生大字上小倉１１２３番地の１ ０９７２‐４６‐２６５０ ８：４５～１８：００ ＡＴＭ

南大分出張所 ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
金池出張所 ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
宗方出張所 ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ８：００～１９：００ ＡＴＭ
浜町出張所 ８：４５～１８：００ ＡＴＭ
大分駅共同出張所 ８：００～２１：００ ９：００～１９：００ ９：００～１９：００ ＡＴＭ
大分市役所共同出張所 ９：００～１７：００ ＡＴＭ
大分県庁共同出張所 ９：００～１７：００ ＡＴＭ
オアシス広場２１共同出張所 ９：００～１９：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
ジャスコ狭間店共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
津久見市役所共同出張所 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
マルショク寒田店共同出張所 ９：００～１９：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
トキハわさだタウンショッピングセンター共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００ ９：００～１９：００ ＡＴＭ
臼杵市役所共同出張所 ９：００～１７：００ ＣＤ
サンリブ臼杵店共同出張所 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
パークプレイス大分共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＣＤ
トキハインダストリー佐伯店共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＡＴＭ
佐伯市役所共同出張所 ９：００～１８：００ ＣＤ
南海病院出張所 ９：００～１７：００ ＡＴＭ
フリーモールサンリブ佐伯出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＡＴＭ
フレスポ春日浦共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００ ９：００～１７：００ ＡＴＭ
ゆめタウン別府店共同出張所 ９：００～２０：００ ９：００～２０：００ ９：００～２０：００ ＡＴＭ

営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店店一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧覧及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及及びびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびび自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機機器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器器設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設設置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置置状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況 平成２４年６月末現在

【店舗一覧】

【店舗外キャッシュコーナー】
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預金業務

〈主な預金商品〉 （平成２４年６月末現在）

新規に口座を開設する際は、ご本人であることを確認できる証明書類（運転免許証、健康保険証等）を提出し
ていただきます。
（注）募集期間限定の商品ですので、現在の取り扱い状況は本支店窓口でご確認ください。

種 類 特 色 期 間 お預け入れ額
当座預金 現金決済にかわる手形・小切手をご利用いただけます。 出し入れ自由 １円以上

普通預金

いつでも出し入れができ、給与・年金などの自動受取や公共料
金などの自動支払もできますので、お財布がわりにご利用いた
だける決済性の預金です。キャッシュカードをご利用になると、
お通帳やご印鑑がなくてもほとんどの自動機で出し入れができ、
また、土、日、祝日にもご利用いただけます。

出し入れ自由 １円以上

無利息型
普通預金

公共料金等の自動支払および給与、年金、配当金、公社債元利
金等の自動受取ができ、かつ随時払戻しの可能な無利息の預金
です。預金保険制度により金額保護されます。

出し入れ自由 １円以上

総合口座

普通預金口座に自動継続式定期預金を組み合わせた、個人の方
限定の口座です。普通預金のお支払にあたって残高が不足する
場合には、組み合わせた定期預金の残高の９０％（最高３００万円）
まで自動的にご融資する便利な口座です。

出し入れ自由 １円以上

貯蓄預金

個人の方限定の貯蓄性預金で、残高によって普通預金よりも高
いお利息がつきます。自由な出し入れやキャッシュカードのご
利用は普通預金と同じですが、自動受取や自動支払口座として
はご利用になれません。

出し入れ自由 １円以上

通知預金
まとまったお金の短期運用に最適な預金です。お引き出しの際
は、その２日前までにご連絡をいただく必要があります。

７日以上 １万円以上

納税準備預金
納税資金を準備しておくための預金で、お利息が有利なうえに
非課税扱いです。納税以外にお引き出しをしますとこの特典は
受けられず、その利息計算期間中は普通預金と同じになります。

入金：自由
出金：納税時

１円以上

大口定期預金
１千万円以上のまとまった資金の運用として、１ヶ月～５年以内
の期間が自由に選べる、有利な金利の預金です。

１ヶ月・３ヶ月・６ヶ月
１年・２年・３年・４年・５年

１，０００万円以上

スーパー定期
お預け入れ期間もバリエーション豊かで、今や定期預金の主流
です。１千万円未満の自由金利預金です。

１ヶ月・３ヶ月・６ヶ月
１年・２年・３年・４年・５年

１００円以上
１，０００万円未満

期日指定
定期預金

１年複利の有利な定期預金。１年を経過すれば１ヶ月前に満期日を
指定できます。個人の方のみ利用できます。

最長３年
（うち据置１年）

１００円以上
３００万円未満

だいしん年金
定期預金

当金庫で各種年金の受取口座がある方を対象に、定期預金の基
準金利に０．３％上乗せする定期預金です。

１年
１００円以上
２００万円以内

福祉定期
サポート３００

当金庫所定の各種年金、手当の受取口座がある方を対象に、定
期預金の基準金利に０．３％上乗せする定期預金です。

１年
１００円以上
３００万円以内

サマー定期
メンバーズサマー定期（注）

新規お預入か増額継続に限り、期間限定で金利を優遇する商品
です。会員の方はよりお得となっています。ボーナス資金の運
用などに最適です。

１年
１００円以上
３００万円未満

定期積金

将来のライフプラン実現に向けて毎月コツコツと積み立てて、
まとまった資金づくりを目指す月掛け貯蓄です。お積立方法は、
窓口でお積立いただく「窓口扱い」、ご指定口座からの「口座
振替扱い」、当金庫職員がお伺いする「集金扱い」があります。

６ヶ月～１０年
（１ヶ月単位）

１，０００円以上

だい安○しん（注）
（しんきん傷害保険

付定期積金）

個人の方を対象に積立目標額を上限とする傷害保険が付いた定
期積金です。保険料の負担はございません。教育資金や住宅資
金などの積立に最適です。

５年
１万円以上
１５万円以内
（５千円単位）

商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商商品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ササササササササササササササササササササササササササササササーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーービビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビビススススススススススススススススススススススススススススススののののののののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
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融資業務 （平成２４年６月末現在）

〈一般のご融資〉

〈主なローン〉

〈制度融資〉

〈代理業務〉

詳細については得意先係、窓口にてお尋ねください。

種 類 特 色
割引手形 一般商業手形の割引をいたします。

手形貸付 仕入資金など短期運用資金にご利用ください。

証書貸付 設備資金・運転資金など、長期資金が必要な時にご利用ください。

当座貸付 一定限度額内で時期、金額を問わず借り入れができます。

種 類 特 色 期 間 ご融資金額
中小企業支援資金
「支援」

中小企業支援資金として、設備資金、運転資金の長期資金にご
利用いただけます。なお、保証協会保証もご利用できます。

運転資金１５年以内
設備資金２０年以内

１億円以内

メンバーズ
ビジネス応援
ローン

事業者の方の運転資金・設備資金にご利用できます。既存の借
入れのおまとめや他金融機関からの借換も対象となります。

運転資金１５年以内
設備資金２０年以内

１億円以内

だいしん
「マイホームローン」

住宅の新築、増築、建売住宅、中古住宅、マンション、土地購
入、他金融機関から借換資金としてご利用できます。諸費用分
も申込でき、３年固定と１０年固定金利が選べます。

１年以上
３５年以内

１０万円以上
６，０００万円以内

住宅ローン
「スイッチ�」 他金融機関から借換資金としてご利用できます。 ２０年以内

５０万円以上
３０００万円以内

だいしん
アパートローン

賃貸住宅、アパートなどの新築や増改築資金としてご利用でき
ます。これらの資金の他金融機関からの借換も対象となります。

３０年以内
１００万円以上
２億円以下

プレミアム
マイカーローン

自家用自動車および５０cc以上のバイク購入費用、カー用品購
入、ガレージの新築、車検、免許取得費用等、自動車に関連す
る資金としてご利用できます。エコカー等の金利優遇がありま
す。（勤続年数不問、所得証明・担保・保証人不要です。）

８年以内
１０万円以上
５００万円以内

プレミアム
教育ローン

中学以上の学校に入学する入学金、授業料、施設設備費等の学
校納付金、受験費用、他進学資金としてご利用できます。（勤
続年数不問、所得証明・担保・保証人不要です。）

１０年以内
１０万円以上
５００万円以内

だいしんフリー
ローンモア

旅行、レジャー、家電購入など様々な用途でご利用できます。
担保・保証人も原則不要です。

６ヶ月以上
７年以内

１０万円以上
３００万円以下

だいしん
リフォームローン

自宅のリフォームや太陽光発電等の費用が対象です。エコ関連
のリフォームの場合は金利の優遇があります。

６ヶ月以上
７年以内

１０万円以上
３００万円以下

だいしん
ビジネスフリーローン

個人事業者専用のフリーローン。事業資金を含めて使いみちが
自由で、担保・保証人も不要です。

６ヶ月以上
７年以内

１０万円以上
３００万円以下

カードローン
だいしん「きゃっする３００」

お使いみちはご自由で、担保、保証人も不要です。急な出費の
時に便利です。又、全国のCD・ATMからカード１枚でご利用
できます。

３年
（原則・自動更新）

１０万円以上
３００万円以下

特 色

大分県および市町村で制度化している中小企業の皆様向けの融資をお取扱いしています。

特 色
信金中央金庫、株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅支援機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、
独立行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人福祉医療機構などの代理業務を取り扱っています。
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当金庫は、信用金庫法第３６条第５項第５号及び同法施行規則第２３条の規定に基づき、継続的に内部統制システ
ムの整備を進め、その実効性を確保するため「内部管理基本方針」を定めています。
⑴ 理事及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンスの統括管理を行う部署は総務部とし、コンプライアンスの具体的な手引書となる
「コンプライアンス・マニュアル」を策定し全役職員に配布するとともに、本部各部署および各営業店
は毎月コンプライアンス勉強会を実施することで役職員教育を徹底しております。
② 不正行為等の早期発見と是正を行うために、公益通報者保護の窓口を総務部として内部通報規程を整
備しております。また、職員の法令及び定款違反行為については、業務執行部門から独立した監査室が
内容を調査し、結果を代表理事および理事会に報告する体制としております。

⑵ 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
理事の職務の執行に係る情報については、当庫の「文書取扱規程」に基づき、適正な保存および管理を
行うほか、理事および監事はこれらの文書を常時閲覧できる体制としております。
⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 適正な統合的リスク管理を実現するため、基本規程として策定した「リスク管理規程」に基づき、
「リスク管理委員会」が金庫全体のリスクの一元的管理を行うとともに、リスクカテゴリー毎に担当部
署を定め、リスク管理の実効性および相互牽制機能を確保しております。
② また、リスク管理委員会は、当庫におけるリスクの状況を定期的に又は必要に応じて随時常務会に報
告し、監査室が統合的リスク態勢の有効性および適切性について監査を行う体制としております。

⑷ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、理事会を３ヶ月に１回定期的
に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、当庫の経営方針及び業務戦略に関わる重要な事項につい
ての執行決定を行う体制としております。
② 理事会は全役職員が共有する経営計画及び年度毎の業務運営方針を決定し、その進捗状況に関して定
期的に報告を受け、各部門の現状分析、改善策等を担当理事に報告させ、必要に応じて見直しを行うよ
うにしております。

⑸ 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合は、理事会は監事と協議のうえ、監査室の職
員を指名することができる体制としております。
⑹ 監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性に関する事項
監事の職務を補助すべき職員は、当該監査業務に関して監事の指揮命令に従い、理事の指揮命令を受け
ない体制としております。
⑺ 理事及び職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制
① 理事は定められた事項について、事態認識後直ちに監事に報告することとするが、監事が出席した会
議等で報告・決議された事項は対象としないこととしております。
② 職員は、前項に関する重大な事実を認識した場合には監事に直接報告できるものとし、監事は、理事
及び職員に対して監査に必要な事項の報告を求めることができるものとしております。

⑻ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監事は、職務を適切に遂行するため、理事、会計監査人、監査室、コンプライアンス統括管理を行う総
務部等との緊密な連携を図り、定期的な情報交換を行う等、適正な監査の実施に努める体制としております。

「コンプライアンス」とは、法令やルールを厳格に遵守するとともに、社会的規範を全うすることをいいます。
金融機関は、その公共的立場から特に高い倫理観が望まれています。このため当金庫では、法令遵守（コンプ
ライアンス）を経営の最重要課題の一つと捉え、全役職員に徹底させるために以下の施策を実施しております。
まず、金融監督庁が平成１０年１２月に公表した「金融検査マニュアル原案（中間とりまとめ）」に沿って、平
成１１年４月に「コンプライアンス対応委員会」を設置しました。
また、平成１１年６月には「金融検査マニュアル検討会（最終とりまとめ）」を基に、当金庫独自の「コンプラ
イアンスマニュアル（第１版）」を作成しました。
平成１２年４月に理事会での承認を経て「コンプライアンスマニュアル（第２版）」及び「倫理規程」を制定し
て役職員全員に配布し、定期的に研修・勉強会等を実施しております。更に、コンプライアンス態勢を整備す
るため、平成１２年１０月には「コンプライアンスプログラム」及び「不祥事件の取扱に関する規定」を制定し、
これに係る委員会として「不祥事件対策委員会」を設置しました。
その後、平成１７年よりコンプライアンス態勢充実のためコンプライアンス対応委員会を毎月２回開催するこ
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ととし、加えて、不正行為等の未然防止と早期発見を目的として平成１９年７月に「内部通報規程」及び「内部
通報対応マニュアル」を制定しました。
また、平成１９年２月の金融検査マニュアル改訂を受け規程等を見直し、反社会的勢力との関係を遮断し業務
の健全性及び適切性を確保するため平成２０年１１月に「反社会的勢力に対する基本方針」、「反社会的勢力への
対応規程」及び「反社会的勢力対応マニュアル」を制定するなど、コンプライアンス態勢の一層の強化に取り
組んでおります。

当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断
するため、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

反社会的勢力に対する基本方針

私ども大分信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力と
の関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。
１．当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
２．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題
解決に努めます。
３．当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。
４．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士な
どの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。
５．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断
固たる態度で対応します。

平成２０年１１月１日制定

当金庫では「内部管理基本方針」において、「法令等遵守態勢」「リスク管理態勢」とならび「顧客保護態
勢」の整備を経営の最重要課題として位置づけています。
平成１９年９月の「金融商品取引法」の全面施行および信用金庫法等の関連法令の改正を受け、当金庫では、
元本割れ等のリスクがある金融商品の販売管理態勢のさらなる充実に努めております。
お客さまにより一層ご満足、ご安心いただけるよう、以下の勧誘方針を遵守し、適切な運用のご提案を行っ
てまいります。

金融商品販売に係る勧誘方針

当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、
勧誘の適正の確保を図ることとします。
１．当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らし
て、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
２．商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客様に適
正な判断をしていただくために、当該商品の重要事項について説明をいたします。
３．当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのない
よう、研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。
４．当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
５．金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問
い合わせください。

平成１９年９月３０日制定
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大分信用金庫 しんきん相談所
住 所 大分市大道町３丁目４番４２号
電話番号 ０１２０‐１２０‐８２７（フリーダイヤル）
受付日時 信用金庫営業日 ９：００～１７：００
受付媒体 電話、手紙、面談

＊お客さまの個人情報は苦情等の解決を図るため、またお客さまとのお取
引を適切かつ円滑に行うために利用いたします。

全国しんきん相談所（㈳全国信用金庫協会）
住 所 〒１０３‐００２８ 東京都中央区八重洲１‐３‐７
電話番号 ０３‐３５１７‐５８２５
受付日時 信用金庫営業日 ９：００～１７：００
受付媒体 電話、手紙、面談

名 称 東京弁護士会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

第二東京弁護士会
仲裁センター

住 所 〒１００‐００１３
東京都千代田区霞が関１‐１‐３

〒１００‐００１３
東京都千代田区霞が関１‐１‐３

〒１００‐００１３
東京都千代田区霞が関１‐１‐３

電話番号 ０３‐３５８１‐００３１ ０３‐３５９５‐８５８８ ０３‐３５８１‐２２４９
受 付 日
時 間

月～金（祝日、年末年始除く）
９：３０～１２：００、１３：００～１５：００

月～金（祝日、年末年始除く）
１０：００～１２：００、１３：００～１６：００

月～金（祝日、年末年始除く）
９：３０～１２：００、１３：００～１７：００

名 称 熊本県弁護士会
紛争解決センター

鹿児島県弁護士会
紛争解決センター

住 所 〒８７６‐００７８
熊本県熊本市京町１‐１３‐１１

〒８９２‐０８１５
鹿児島県鹿児島市易居町２‐３

電話番号 ０９６‐３２５‐０９１３ ０９９‐２２６‐３７６５
受 付 日
時 間

月～金（祝日を除く）
９：００～１７：００

月～金（祝日を除く）
１０：００～１６：００

当金庫は、お客さまからの相談・苦情・紛争等（以下「苦情等」という。）を営業店またはしんきん相談所
で受け付けています。
１．苦情等のお申し出があった場合、その内容を十分に伺ったうえ、内部調査を行って事実関係の把握に努め
ます。
２．事実関係を把握したうえで、営業店、関係部署等とも連携を図り、迅速・公平にお申し出の解決に努めま
す。
３．苦情等のお申し出については記録・保存し、対応結果に基づく改善措置を徹底のうえ、再発防止や未然防
止に努めます。
苦情等は営業店または次の担当部署へお申し出ください。

４．当金庫のほかに、（社）全国信用金庫協会が運営する「全国しんきん相談所」をはじめとする他の機関で
も苦情等のお申し出を受け付けています。詳しくは上記しんきん相談所にご相談ください。

５．東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会、熊本県弁護士会、鹿児島県弁護士会が設置運営す
る仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、しんきん相談所または上記全国しんきん相談所
へお申し出ください。なお、各弁護士会に直接申し立てていただくことも可能です。

６．当金庫の苦情等の対応
当金庫は、お客さまからの苦情等のお申し出に迅速・公平かつ適切に対応するため、以下のとおり金融
ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して苦情等の解決を図り、もって当金庫に対するお客さまの信
頼性の向上に努めます。
⑴ 営業店および各部署に責任者をおくとともに、しんきん相談所がお客さまからの苦情等を一元的に管理
し、適切な対応に努めます。
⑵ 苦情等のお申し出については事実関係を把握し、営業店、関係部署およびしんきん相談所が連携したう
え、速やかに解決を図るよう努めます。
⑶ 苦情等の対応にあたっては、解決に向けた進捗管理を行うとともに、苦情等のお申し出のあったお客さ
まに対し、必要に応じて手続の進行に応じた適切な説明を関係部署またはしんきん相談所から行います。
⑷ お客さまからの苦情等のお申し出は、全国しんきん相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていま
すので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介いたします。

金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融融AAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAAADDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDDRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRRR制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度へへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへへのののののののののののののののののののののののののののののの対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対対応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応応ににににににににににににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいてててててててててててててててててててててててててててててて
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⑸ 紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁
センター等を利用することができます。その際には、
当該仲裁センター等の規則等も踏まえ、適切に協力し
ます。
⑹ お申し出のあった苦情等を記録・保存し、その対応
結果に基づき、苦情等に対応する態勢の在り方の検
討・見直しを行います。
⑺ 苦情等への対応が実効あるものとするため、内部監
査部門が検証する態勢を整備しています。
⑻ 苦情等に対応するため、関連規程等に基づき業務が
運営されるよう、研修等により金庫内に周知・徹底し
ます。
⑼ お客さまからの苦情等は、業務改善・再発防止等に
必要な措置を講じることにより、今後の業務運営に活
かしていきます。
⑽ 苦情等への取組体制（図１）

当金庫は、利益相反管理基本方針ならびに利益相反管理規程を制定し、お客さまとのお取引にあたり、お客
さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理し、お客さまの利益を保護するよう努めることと
しています。

利益相反管理方針

当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針および当金庫
が定める庫内規則に基づき、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相
反管理」といいます。）し、もってお客さまの利益を保護するとともに、お客さまからの信頼を向上させるた
め、次の事項を遵守いたします。
１．当金庫は、当金庫がお客さまと行う取引を対象として利益相反管理を行います。
２．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。
⑴ 次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
① 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
② 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと対立または競合する相手と行う取引
③ 当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引
⑵ ①から③のほかお客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
３．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこれら
を組み合わせることにより管理します。
① 対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
② 対象取引またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
③ 対象取引またはお客さまとの取引を中止する方法
④ 対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開示
する方法

４．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取
引の特定および利益相反管理を一元的に行います。
また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令および庫内規則等を遵守するため、役職員等を対
象に教育・研修等を行います。
５．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性について定期的に検証します。

平成２１年６月１日制定

（図１）
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当金庫は、お客様からの信頼を第一と考え、個人情報の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に
関する法律（平成１５年法律第５７号）および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の関
係法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人情報の機密性・正確性の確保に努めます。

１．個人情報とは
本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の個
人を識別することができる情報をいいます。

２．個人情報の取得・利用について
（１）個人情報の取得
・当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人情報の取得をします。また、金庫業務の適切な業
務運営の必要から、お客様の住所・氏名・電話番号、性別、生年月日などの個人情報の取得に加えて、
融資のお申込の際には、資産、年収、勤務先、勤続年数、ご家族情報、金融機関でのお借入れ状況な
ど、金融商品をお勧めする際には、投資に関する知識・ご経験、資産状況、年収などを確認させてい
ただくことがあります。
・お客様の個人情報は、
① 預金口座のご新規申込書等、お客様にご記入・ご提出いただく書類等に記載されている事項
② 営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客様から取得した事項
③ 当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」等の入力事項
④ 各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供される事項
⑤ その他一般に公開されている情報等から取得しています。

（２）個人情報の利用目的
・当金庫は、次の利用目的のために個人情報を利用し、それ以外の目的には利用しません。また、お客
様にとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、取得の場面に応じ、利用目的を限定
するよう努めます。
・お客様本人の同意がある場合、もしくは法令等により開示が求められた場合等を除いて、個人情報を
第三者に開示することはございません。
（利用目的）
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
②法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認のため
③預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
④融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
⑥与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情報機関に個人情報を提供する場合等、適切な業務の
遂行に必要な範囲で第三者に提供するため
⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託され
た当該業務を適切に遂行するため
⑧お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
⑨市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発のため
⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため
⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
⑫各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
⑬その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため
（法令等による利用目的の限定）
①信用金庫法施行規則第１１０条等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入金返
済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以外の目的に利用・第三者提供いたしません。
②信用金庫法施行規則第１１１条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴につ
いての情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その他の必要と認められる目的以外の目的に
利用・第三者提供いたしません。

上記の利用目的につきましては、当金庫のホームページの他、店頭掲示のポスター等でもご覧いただけます。
（３）ダイレクト・マーケティングの中止
・当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・マーケティングで個人情報を
利用することについて、お客様から中止のお申出があった場合は、当該目的での個人情報の利用を中
止いたします。中止を希望されるお客様は、下記のお問い合わせ先までお申出下さい。
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３．個人情報の正確性の確保について
当金庫は、お客様の個人情報について、利用目的の達成のために個人データを正確かつ最新の内容に保
つように努めます。

４．個人情報の開示・訂正等、利用停止等について
・お客様本人から、当金庫が保有している情報について開示等のご請求があった場合には、請求者がご本人
であること等を確認させていただいたうえで、遅滞なくお答えします。
・お客様本人から、当金庫が保有する個人情報の内容が事実でないという理由によって当該個人情報の訂正、
追加、削除または利用停止、消去のご要望があった場合には、遅滞なく必要な調査を行ったうえで個人情
報の訂正等または利用停止等を行います。なお、調査の結果、訂正等を行わない場合には、その根拠をご
説明させていただきます。
・お客様からの個人情報の開示等のご請求については、所定の手数料をお支払いいただきます。
・以上のとおり、お客様に関する情報の開示・訂正等、利用停止等が必要な場合は、下記のお問い合わせ先
までお申出下さい。必要な手続についてご案内させていただきます。

５．個人情報の安全管理について
・当金庫は、お客様の個人情報の漏えい、滅失、または毀損の防止その他の個人情報の安全管理のため、個
人データの安全管理措置を講じます。
＜※ホームページに載せるときのみ＞
リンクについて
当金庫のウェブサイトには、外部サイトへのリンクがあります。リンク先のウェブサイトは当金庫が
運営するものではありませんので、お客様の個人情報等の保護についての責任はリンク先にあります。
クッキーについて
当金庫のHPではクッキーを使用していますが、クッキーによる個人のサイト利用動向の取得は行っ
ておりません。
（クッキーとは）
クッキーとは、お客様がウェブサイトにアクセスする際、お客様のパソコン等のウェブブラウザに一
定の情報を格納し、再度お客様が当金庫のウェブサイトをご利用いただくことを容易にする技術です。
クッキーを読むことができるのは設定したウェブサイトのみです。お客様が接続されたその時のみ有効
であり、また、お客様の氏名・Eメールアドレスなど個人を特定する情報は含まれていません。

６．委託について
当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っています。また、委託に際し
ましては、お客様の個人情報の安全管理が図られるよう委託先を適切に監督いたします。
・キャッシュカード発行・発送に関わる事務
・定期預金の期日案内等の作成・発送に関わる事務
・ダイレクトメールの発送に関わる事務
・情報システムの運用・保守に関わる業務

７．個人情報保護に関する質問・苦情・異議の申し立てについて
当金庫は、個人情報の取扱いに係るお客様からの苦情処理に適切に取組みます。なお、当金庫の個人情
報の取扱いに関するご質問・苦情の申し立てにつきましては、下記の当金庫しんきん相談所までご連絡下さい。

大分信用金庫 しんきん相談所
住 所 大分市大道町３丁目４番４２号
電話番号 ０１２０‐１２０‐８２７（フリーダイヤル）
受付日時 信用金庫営業日 ９：００～１７：００
受付媒体 電話、手紙、面談
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■ 信用リスク

信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化や倒産等により、貸出金などの元本や利息の回収が困難となり、
当金庫が損失を被るリスクです。
当金庫では、信用リスクが金庫経営に重大な影響を与えることを十分認識し、貸出資産の健全性の維持・向
上のため、「リスク管理規程」に基づき主管部を定め、信用リスクの管理・統制（コントロール）等を行って
います。
また、役職員が与信取引を行うにあたって遵守しなければならない基本的な考え方をクレジット・ポリシー
として定め、社会常識を踏まえた健全な倫理観に基づき、与信取引に係る行動と判断を行うよう周知徹底を図っ
ています。

■ 市場リスク

市場リスクとは、金利・有価証券の価格・為替等の様々なリスク・ファクターの変動により、保有する資産
の価値が変動し損失を被るリスクです。
具体的には、金利リスク、価格変動リスク、為替リスクがあります。
当金庫では、市場リスクを管理・統制（コントロール）するため、リスク管理委員会においてリスク量を把
握するとともに、常務会等で経営陣自ら状況把握を的確に行っています。

■ 流動性リスク

流動性リスクとは、予期せぬ資金の流出により通常より著しく高い金利での調達を余儀なくされたり、通常
より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることなどにより損失を被るリスクのことです。
具体的には、資金繰りリスクと市場流動性リスクがあります。
当金庫では、予期せぬ事態にも機動的な対応が出来るよう信金中央金庫等に支払準備資金を潤沢に預け入れ
ており、適正な管理を行っています。

■ オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動、若しくはシステムが不適切であることや、外
生的な事象により損失を被るリスクをいいます。
⑴ 事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより当金庫が損失
を被るリスクをいいます。
⑵ システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い当金庫
が被るリスク、及びコンピュータが不正に使用されることにより当金庫が被るリスクをいいます。
⑶ 法務リスクとは、顧客に対する過失による義務違反及び不適切な営業慣習等から生じ当金庫が被るリス
ク（損失・損害）をいいます。
⑷ 人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の問題）・差別的行為（セクシャ
ルハラスメント等）から生じ当金庫が被るリスク（損失・損害）をいいます。
⑸ 有形資産リスクとは、当金庫が災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害等をいいます。
⑹ 風評リスクとは、当金庫の評判の悪化や風説の流布等により、信用が低下することから生じる損失・損
害をいいます。
当金庫は、オペレーショナル・リスクに関する組織、事務分掌及び職務権限等を定め、総合的なオペレーショ
ナル・リスク管理態勢を構築することにより、健全性の確保、収益性の向上を図っています。



Ｄ
Ｉ
Ｓ
Ｃ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｅ

２
０
１
２

２１

【総代会の機能と特性】
信用金庫は、「会員による自治」を基本に、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神で、会員・お客様自
らの自己実現と経済的価値のみならず、文化的・社会的価値も重視した地域社会の実現を目的とした協同組織
形態の金融機関です。
したがって、株式会社と違い会員一人一人が１票の議決権を持ち、民主的に運営されているという特色を有
しています。
株式会社など一般的な会社の最高意思決定機関は「総会」ですが、上記の特色を有する多くの信用金庫の場
合は、総会に替えて「総代選考委員」によって選任された会員の代表者（総代）からなる「総代会」制度を採
用しており、当金庫も同様であります。
当金庫では、「定款」、「総代選任規定」に基づき、地区を１３の選任区域に分割し、地域の世話役として人望
の厚い方を、それぞれの地区の会員数に応じて総代として選任しており、総代には毎月支店長が庫内報である
「矢車草」を持参し近況をお伝えするとともに、通常総代会とは別に年１回数地区に分けて「地域別総代懇談
会」を開催し、当金庫の経営状況等についての報告を行っております。
尚、当金庫の総代の氏名は２４年４月２８日現在で下記の通りとなっております。
【総代の任期、定数】
・総代の任期は２年で、定年制は設けておりません。
・総代の定数は１００名で、会員数に応じて１３の選任区域ごとに定められております。
【総代候補者選考基準】
・当金庫の出資会員であること。
・良識をもって正しい判断ができ、金庫の目付役として相応しい人物であること。
・地域における信望が厚く、人格・見識とも当金庫の総代として相応しい人物であること。
・金庫の理念・使命等をよく理解しており、当金庫の発展に寄与していただける人物であること。
総代一覧表（平成24年４月28日現在）…定員100名（現在人員100名、欠員０名）

（注）お名前の掲載につきましては、個人情報保護の観点から、すべての総代の承諾をいただいております。（順不同）

（１）本店地区 （１3名）
中村進、金馬治郎、園田富三、有田忠、山村美芳、足立隆男、岩田義治、仲道正直、山

上誠二、佐藤俊治、漆間善雄、山上博資、阿部健郎

（２）南地区 （２１名）

宇野晴昭、高橋正七郎、秦順照、麻生茂、葛城信義、岩田浩、野中進、野尻康秀、佐藤

信年、小川政義、漆間桂造、二村沢行、多嶋田茂夫、後藤眞澄、安部敏明、首藤隆、安

部征二、山田和徳、三原政夫、幸福太郎、朝来野弘義

（３）府内町地区 （ ９名）
葛城啓吾、後藤鉄治、内田伊六、園田強、生野雄一郎、太田光則、秦野晃郎、山川富弘、

佐藤友信

（４）西新町地区 （ ６名） 高倉馨、宗祥一朗、喜多川明純、日名子良則、牧博彦、木下誠一

（５）西地区 （ ４名） 重石太雄、安東正美、長岡達雄、後藤九十九

（６）東地区 （１０名）
高橋一夫、石榑義之、利光正人、高橋只男、佐藤竹彦、豊田吉郎、織戸和彦、三浦啓亨、

坂本憲治、千羽安芳

（７）中島地区 （ ３名） 吉川暉、安部萬年、堀正澄

（８）鶴崎地区 （ ７名） 桜井政男、岩尾寿尚、浅利克美、宮本敬三、加藤強、石﨑常生、三浦洋二

（９）坂ノ市地区 （ ４名） 伊東浩一、大平修平、安部俊平、猪原晴夫

（１０）津久見地区 （ ３名） 一ノ瀬玄米、田中治郎、津行宏敏

（１１）別府地区 （ ２名） 土谷正則、村橋弘喜

（１２）臼杵地区 （ ５名） 戸高基次、安藤恵薫、久知良和彦、久保田晃、油布孝生

（１３）佐伯地区 （１３名）
秋元益雄、児玉正二、清松一生、安部東、梅田清、廣瀬逸郎、石崎善司郎、金田和也、

坪根豊彦、簀河原勝人、市原庄一、御手洗幸雄、金田利充

総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会ににににににににににににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいてててててててててててててててててててててててててててててて
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１．自己資本調達手段の概要
自己資本は、主に基本的項目と補完的項目で構成されています。自己資本額のうち、当金庫が積み立てて
いるもの以外のものは、基本的項目では地域のお客様からお預かりしている出資金が該当します。

２．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当金庫は、これまで、内部留保による資本の積み上げ等を行なうことにより自己資本を充実させ、自己資
本比率はもちろんのこと、Tier１比率の状況についても、国内基準である４％を十分に上回っており、経営の
健全性・安全性を充分保っております。また、当金庫は、各エクスポージャーが一分野に集中することなく、
リスク分散が図られていると評価しております。
尚、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収益計画に基づいた業務推進を通じ、そこか
ら得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策と考えております。

３．信用リスクに関する事項
信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を被るリスクをいいます。当
金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最重要のリスクと捉え、与信業務の基本的な理念や手続きを明
示した「信用リスク管理要領」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すと共に、信用のリスクを確実に認
識する管理態勢を構築しています。
信用リスクの評価につきましては、当金庫では、毎月の常務会にて上位２０先の状況を報告するとともに、
信用格付制度を導入するなど厳格な自己査定を実施しており、信用リスクの計量化に向けインフラ整備も含
めて準備を進めております。
以上、一連の信用リスク管理の状況については、リスク管理委員会で協議検討を行なうほか、必要に応じ
て、常務会、理事会を通じて経営陣に対する報告を行っております。
また、貸倒引当金は「資産の自己査定基準」及び「償却及び引当の計上基準」に基づき、自己査定におけ
る債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基に算定するともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
（１）リスクウェイトの判定に使用する適格格付け金融機関の名称

リスクウェイトの判定に使用する適格格付金融機関としては、以下の４つの機関を採用しています。
なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行なっておりません。
・R&I ・JCR ・Moody’s ・S&P

４．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
当金庫は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより被る損失（信用リスク）を
軽減するために、取引先によっては、不動産担保や信用保証協会保証による保全措置を講じております。た
だし、これはあくまでも補完的措置と認識しており、実際の融資取上げに際しては、資金使途・返済財源・
財務内容・事業環境・経営者の資質など、さまざまな角度から判断をおこなっております。
また、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上でご契
約いただく等、適切な取扱いに努めております。
バーゼルⅡにおける信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主な担保としては預金積金や上場株式等があ
り、担保に関する手続きについては、金庫が定める事務取扱規程や担保評価規程等により、適切な事務取扱
い並びに適正な評価・管理を行なっております。
一方、当金庫が扱う主な保証としては、政府保証と同様の信用度をもつ住金保証、金融機関エクスポージャー
として適格格付け機関が付与している格付けにより信用度を判定する社団法人しんきん保証基金等があります。
また、お客様が、期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場
合がありますが、金庫が定める事務取扱規程等により、適切な取扱いに努めております。
なお、信用リスク削減手法の摘要に伴う信用リスクの集中に関しては、特に限られた業種やエクスポー
ジャーに偏ることなく分散されております。

ババババババババババババババババババババババババババババババーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルル������������������������������にににににににににににににににににににににににににににににに係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係るるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫のののののののののののののののののののののののののののののの自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本のののののののののののののののののののののののののののののの充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等ににににににににににににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいてててててててててててててててててててててててててててててて
（定性的開示事項）
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５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手方のリスクに関するリスク管理の方針及
び手続きの概要
当金庫は、上記取引を行なっておりません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項
当金庫は、証券化取引を行なっておりません。

７．オペレーショナル・リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

オペレーショナル・リスクとは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では事務
リスク、システムリスクをはじめとする事務に係る幅広いリスクと捉えて、事務管理部門が中心となっ
てリスク管理要領を定め、それぞれの基本方針や管理体制に基づき経営会議に報告するなど、確実にリ
スクを認識し、評価しております。

（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当金庫は、基礎的手法を採用しております。

８．銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関
連会社、政策投資株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託、その他ベンチャーファンド又は、投資事業
組合への出資金が該当します。
また、非上場株式、投資事業組合への出資金に関しては、当金庫の定める「余資運用基本要領」に基づい
て厳格な運用・管理を行なっております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価によ
り、毎月、リスク管理委員会及び経営陣へ報告し適切なリスク管理に努めております。
なお、当該取引に係る会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に
従った適正な処理を行なっております。

９．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続きの概要

金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を示
しますが、当金庫においては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢として
おります。
具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスク（９９％タイル値）の計測や、
金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度、さらには、新商品の導入による
影響などの計測を行い、シミュレーション委員会等で協議検討し、必要に応じ経営陣へ報告を行なうな
ど、資産・負債の最適化に向けたリスク管理に努めております。

（２）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法
金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定しております。
・計測手法 「金利ラダー方式」
・コア預金
対 象：流動性預金全般（当座、普通、貯蓄預金等）
算定方法：①過去５年の最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、

③現残高の５０％相当額、以上３つのうち最小の額を上限
満 期：５年以内（平均２．５年）

・金利感応資産・負債 貸金、有価証券、預け金、その他の金利・満期を有する資産、負債
・金利ショック幅 ９９％タイル値
・リスク計測の頻度 四半期ごと（四半期月末基準） 以 上
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１．対象役員
当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員
に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特
別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

⑴ 報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員そ
れぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前
年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬
額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。
【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支
払っております。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定
めております。
ａ．決定方法 ｂ．支払手段 ｃ．決定時期と支払時期

⑵ 平成23年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．対象役員に該当する理事は7名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」60百万円、「賞与」23百万円となっております。

「退職慰労金」の支払はありません。
なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引
当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に
繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。

３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

⑶ その他
「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金
庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める
件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありませ
んでした。

２．対象職員等
当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であっ
て、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要
な影響を与える者をいいます。
なお、平成23年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

２．「同等額」は、平成23年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．平成23年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでし
た。

区 分 支払総額
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主要な経営指標の推移

区 分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

経 常 収 益 （百万円） ４，５２２ ４，４９１ ４，３４７ ３，９９８ ３，７８８

経 常 利 益 （百万円） ９８９ ６４５ ８４４ ７４１ ５５３

業 務 純 益 （百万円） １，２１８ １，４２４ １，５０６ １，１８６ ８９０

業 務 粗 利 益 （百万円） ３，７７２ ３，７３３ ３，７０８ ３，５２４ ３，３４７

当 期 純 利 益 （百万円） ６０４ ４０９ ４３８ ３２１ １４８

出 資 総 額 （百万円） ６８３ ６８３ ６８２ ６８３ ６８４

出 資 総 口 数 （百万口） １３ １３ １３ １３ １３

純 資 産 額 （百万円） １７，４６３ １７，８５４ １８，３０７ １８，７０４ １９，１７４

総 資 産 額 （百万円） ２０２，５５５ ２０５，５５４ ２１０，６２７ ２１５，６９０ ２２２，０６６

貸 出 金 残 高 （百万円） １０３，１７８ １００，６２８ ９４，７８３ ９０，３６１ ８４，９０９

預 金 残 高 （百万円） １８３，５２５ １８６，１８４ １９０，７８４ １９５，５７８ ２０１，５９２

有 価 証 券 残 高 （百万円） １７，１６６ ２２，４３５ ３３，９６８ ４４，５１５ ５０，８２３

出資に対する配当金
（出資１口あたり）（円） １ １ １ １ １

職 員 数 （人） ２２４ ２２５ ２２７ ２２３ ２１５

単体自己資本比率

（国内修正基準）（％） １８．５３ １９．５９ ２０．９２ ２１．９４ ２２．８６

経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経経営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営営内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容容

（注） １．「業務純益」とは金融機関の基本的な業務に係る収益概念であり、「業務粗利益」は業務純益に経費と貸倒引当
金の純繰入額を加えた利益額です。
２．残高計数は期末日現在のものであり、総資産額に債務保証見返は含んでおりません。
３．単体自己資本比率は、信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき算出してお
ります。尚、当庫は国内基準を採用しております。

利益の推移 自己資本比率の推移預金貸出金残高の推移
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比較貸借対照表

（単位：百万円）

科 目 平成２２年度 平成２３年度

（ 資 産 の 部 ）

預け金（無利息分を除く） ７６，９４２ ８２，３３４

買 入 手 形 － －

コ ー ル ロ ー ン － －

買 現 先 勘 定 － －

債券貸借取引支払保証金 － －

買 入 金 銭 債 権 － －

金 銭 の 信 託 － －

有 価 証 券 ４４，５１５ ５０，８２３

国 債 １８，４０５ ２３，４７８

地 方 債 － －

社 債 ２６，０７２ ２７，３１２

株 式 ３２ ３２

そ の 他 の 証 券 ４ －

貸 出 金 ９０，３６１ ８４，９０９

割 引 手 形 １，２６１ １，２７５

手 形 貸 付 ４，６１９ ３，７６６

証 書 貸 付 ８０，７６１ ７６，３３４

当 座 貸 越 ３，７１９ ３，５３２

そ の 他 ６４５ ６４５

〔 運 用 勘 定 計 〕 ２１２，４６４ ２１８，７１２

現 金 ２，５０２ ２，８２３

預 け 金（ 無 利 息 分 ） ５６ ６１

そ の 他 資 産 ６５４ ５０５

有 形 固 定 資 産 ３，６２１ ３，６５０

建 物 ７０８ ８３０

土 地 ２，５９８ ２，５５６

建 設 仮 勘 定 － －

その他の有形固定資産 ３１５ ２６４

無 形 固 定 資 産 ２０ ３５

ソ フ ト ウ ェ ア １２ ２７

の れ ん － －

その他の無形固定資産 ７ ７

繰 延 税 金 資 産 ６７９ ４５７

債 務 保 証 見 返 ２，８３１ ２，４３８

貸 倒 引 当 金 �△ △４，３０８ △４，１７９

うち個別貸倒引当金�△ △３，９９３ △３，８４９

そ の 他 の 引 当 金 �△ － －

資産の部合計 ２１８，５２１ ２２４，５０５

科 目 平成２２年度 平成２３年度

（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金 １９５，５７８ ２０１，５９２

流 動 性 ７４，２０２ ７６，６８３

定 期 性 １２１，３７５ １２４，９０８

定 期 預 金 １１３，９５２ １１７，２１８

（自由金利定期預金） （１１３，９５１） （１１７，２１７）

（うち変動金利定期預金） （１） （１）

定 期 積 金 ７，４２３ ７，６８９

そ の 他 １２２ ９１

〔 調 達 勘 定 計 〕 １９５，７０１ ２０１，６８３

そ の 他 負 債 ５０２ ５１１

（うち資産除去債務） （１９） （１９）

引 当 金 ３３２ ３０７

賞 与 引 当 金 ７２ ７８

役 員 賞 与 引 当 金 ７ ８

退 職 給 付 引 当 金 ７４ １２

役 員 退 職 引 当 金 １５８ １７４

睡眠預金払戻損失引当金 １６ ２９

偶 発 損 失 引 当 金 ３ ３

再評価に係る繰延税金負債 ４４９ ３８９

債 務 保 証 ２，８３１ ２，４３８

負債の部合計 １９９，８１７ ２０５，３３０

（ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金 ６８３ ６８４

普 通 出 資 金 ６８３ ６８４

優 先 出 資 金 － －

利 益 剰 余 金 １７，１３１ １７，２９４

利 益 準 備 金 ６８２ ６８２

そ の他利益準 備 金 １６，４４９ １６，６１１

特 別 積 立 金 １６，０２２ １６，３４２

当期未処分剰余金 ４２７ ２６９

（内当期純利益） （３２１） （１４８）

処 分 未 済 持 分 （ △ ） － －

会 員 勘 定 計 １７，８１５ １７，９７９

その他有価証券評価差額金 １４４ ４３０

土 地 再 評 価 差 額 金 ７４３ ７６５

評価・換算差額等合計 ８８８ １，１９５

純資産の部合計 １８，７０４ １９，１７４

負債及び純資産の部合計 ２１８，５２１ ２２４，５０５
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比較損益計算書

（単位：千円）

科 目 平成２２年度 平成２３年度

業 務 収 益 ３，９８７，０７７ ３，７３１，４１８

資 金 運 用 収 益 ３，７１３，７０９ ３，４６６，７１１

貸 出 金 利 息 ２，６８４，０６９ ２，４７４，４７５

預 け 金 利 息 ４７９，５６７ ３７８，８７２

金融機関貸付等利息 － －

有価証券利息配当金 ５３５，２１３ ５９７，０４５

そ の他の受入 利 息 １４，８５８ １６，３１８

役 務 取 引 等 収 益 ２６５，６６０ ２５４，５７５

受 入 為 替 手 数 料 １４３，９１７ １３７，２４８

その他の受入手数料 １２１，７４３ １１７，３２６

その他の役務取引等収益 － －

そ の 他 業 務 収 益 ７，７０７ １０，１３１

外 国 為 替 売 買 益 － －

国債等債券売却益 － －

国債等債券償還益 － ０

その他の業務 収 益 ７，７０７ １０，１３０

臨 時 収 益 １１，２３５ ５６，９９８

貸 倒引当金戻 入 益 － －

償 却 債 権 取 立 益 － １，０００

株 式 等 売 却 益 － －

金銭信託等売却益 － －

その他の臨時収益 １１，２３５ ５５，９９７

経 常 収 益 ３，９９８，３１３ ３，７８８，４１６

特 別 利 益 ２，１２１ １，７１１

固 定 資 産 処 分 益 － １，７１１

貸 倒引当金戻 入 益 － －

償 却 債 権 取 立 益 ２，１２１ －

証券取引責任準備金取崩額 － －

その他の特別 利 益 － －

合 計 ４，０００，４３４ ３，７９０，１２８

科 目 平成２２年度 平成２３年度

業 務 費 用 ２，８０１，０３６ ２，８４１，１４５

資 金 調 達 費 用 ２４９，７０４ １８３，０９２

（内金銭信託等運用見合費用） － －

預 金 利 息 ２４８，７４３ １８２，１３８

借 用 金 利 息 ３ －

その他の支払 利 息 ９５８ ９５４

役 務 取 引 等 費 用 ２１３，３５１ ２００，８８９

支 払 為 替 手 数 料 ４２，３４４ ４１，６８９

その他の支払手数料 ５，８３６ ７，２９６

その他の役務取引等費用 １６５，１６９ １５１，９０４

そ の 他 業 務 費 用 １５ １６９

国 債等債券売 却 損 － －

国債等債券償 還 損 － －

国 債 等 債 券 償 却 － －

その他の業務 費 用 １５ ６９

一般貸倒引当金繰入額 △２１２，１０２ △１５，００３

経 費 ２，５５０，０６６ ２，４４１，９９０

人 件 費 １，４９９，０６２ １，４２６，３７９

物 件 費 ９９８，６０１ ９６６，３０６

税 金 ５２，４０２ ４９，３０５

臨 時 費 用 ４５５，７７８ ３９４，０３６

貸 出 金 償 却 ４７，３１８ －

個別貸倒引当金繰入額 ３８０，１５０ ２２０，５８３

株 式 等 償 却 － －

株 式 等 売 却 損 ２，０５７ ９１９

金 銭信託等運 用 損 － －

そ の 他 資 産 償 却 ８７６ －

退 職 手 当 金 － －

その他の臨時 費 用 ２５，３７５ １７２，５３３

経 常 費 用 ３，２５６，８１４ ３，２３５，１８１

（ 経 常 利 益 ） （７４１，４９８） （５５３，２３４）

（ 業 務 純 益 ） （１，１８６，０４１） （８９０，２７３）

（ 業 務 粗 利 益 ） （３，５２４，００６） （３，３４７，２６７）

特 別 損 失 ９４，８０５ ８７，５０３

固 定 資 産 処 分 損 １，９６４ ５，９２７

国債価格変動引当金繰入額 － －

減 損 損 失 ７３，３６９ ８１，５７６

そ の他の特別 損 失 １９，４７１ －

税 引 前 当 期 純 利 益 ６４８，８１４ ４６７，４４２

法人税、住民税及び事業税 １５２，０１６ ２０７，１８６

法 人 税 等 調 整 額 １７５，７４１ １１１，８２２

当 期 純 利 益 ３２１，０５６ １４８，４３３

合 計 ４，０００，４３４ ３，７９０，１２８



Ｄ
Ｉ
Ｓ
Ｃ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｅ

２
０
１
２

２８

■貸借対照表注記

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ
の他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主
として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。
３．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりでありま
す。
建 物：１０～５０年
その他： ３～２０年

４．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェア
については、金庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」
（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権
に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から
算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と
認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び本部関係部協力の下に資産査定委員
会が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。
６．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当
事業年度に帰属する額を計上しております。
７．役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。
８－１．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する実務指針」（中間
報告）（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）に定める簡便法（直近の年金財政計算上
の責任準備金を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しておりま
す。
なお、会計基準変更時差異については、移行時に全額を処理しております。

８－２．当金庫は、上記８－１とは別に複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総
合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算す
ることができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用に含めて計上しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並び
にこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
① 制度全体の積立状況に関する事項（平成２３年３月３１日現在）

年金資産の額 １，３５８，８１５百万円
年金財政計算上の給付債務の額 １，６３０，６４１百万円
差引額 △２７１，８２６百万円

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成２３年３月３１日現在） ０．１８００％
③ 補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高２５５，９３８百万円であります。
本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１６年１０ヶ月の元利均等償却であり、当金庫は、当
事業年度の財務諸表上、特別掛金３６百万円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じるこ
とで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

９．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

１０．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える
ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

１１．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を
計上しております。

１２．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始す
る事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１３．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
１４．有形固定資産の減価償却累計額 ２，４２９百万円
１５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、為替OCR処理機器、情報系運用機器等の一部については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

１６．貸出金のうち、破綻先債権額は１，６０５百万円、延滞債権額は６，１５５百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に
より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す
る事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１７．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権はございません。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

１８．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２８６百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で
破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

１９．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８，０４７百万
円であります。
なお、１６．から１９．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２０．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３
号に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の当事業年度末残高の総額
は４，６４３百万円であります。

２１．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は１，２７５百万円であります。

２２．為替決済、公金収納事務取扱等の保証金として、有価証券１９９百万円、預け金１，９７８百万円を担保
として差し入れております。

２３．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し
ております。
・再評価を行った年月日 平成１２年３月３１日
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める路線
価に基づいて、合理的な調整を行って算出
・同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事
業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 １，０８２百万円

２４．出資１口当たりの純資産額 １，４００円２０銭
２５．金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針
当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）
をしております。
⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で
保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒さ
れております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当金庫は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、
個別案件ごとの与信審査、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣によ
る常務会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、審査管理部において、信用情報や時価の把握を
定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
ⅰ 金利リスクの管理
当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リ
スク管理委員会において決定されたALMに関する方針に基づき、理事会において実施状況の

把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
リスク管理委員会において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分
析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、理事会に報告しております。
ⅱ 価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、常務会の方針に基づき、理事会の監督の
下、余裕金運用基準に従い行われております。
このうち、審査管理部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
審査管理部で保有している株式は、政策投資目的で保有しているものであり、取引先の市
場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は常務会及び理事会において定期的に報告されております。

ⅲ 市場リスクに係る定量的情報
当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。
当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「保有期間１年、過去５年の観測期
間で計測される９９パーセントタイル値」を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の
変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金利群と変動金利
群に分けて）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅
を用いております。なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当会計年
度末現在、「金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の９９パーセントタ
イル値を用いた時価」は、５１３百万円減少するものと把握しております。
当該市場リスク量の算定にあたっては、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として
おり、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が
生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち預け金、貸出金及び預金積金については、簡便な計算により算出した時
価に代わる金額を開示しております。

２６．金融商品の時価等に関する事項
平成２４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります
（時価等の算定方法については（注１）参照）。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりませ
ん（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。（単位：百万円）

（＊１）預け金、貸出金及び預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる
金額」を記載しております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

・金融資産
⑴ 預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。
満期のある預け金については、市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた現在価値を時
価に代わる金額として記載しております。
⑵ 有価証券
債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２７．に記載しております。

⑶ 貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引
当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しておりま
す。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積り
が困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除
前の額。以下「貸出金計上額」という。）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利
金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた価額

・金融負債
⑴ 預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなして
おります。また、定期預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フロー
を割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
その割引率は、市場金利（LIBOR、SWAP等）を用いております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時
価情報には含まれておりません。（単位：百万円）

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額（単位：百万円）

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込
めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額（単位：百万円）

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。
２７．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、
「社債」、「株式」、「その他の証券」を含んでおります。
・売買目的有価証券 該当ございません
・満期保有目的の債券（単位：百万円）

貸借対照表 時 価 差 額
計上額

⑴ 預け金(＊１） ８２，３９５ ８２，９７１ ５７６
⑵ 有価証券 ５０，７９０ ５１，７２６ ９３５

満期保有目的の債券 ３３，３７９ ３４，３１５ ９３５
その他有価証券 １７，４１１ １７，４１１ －

⑶ 貸出金(＊１） ８４，９０９
貸倒引当金(＊２） △４，１７２

８０，７３７ ８５，５２６ ４，７８９
金融資産計 ２１３，９２２ ２２０，２２３ ６，３０１

⑴ 預金積金(＊１） ２０１，５９２ ２０１，７３９ １４６
金融負債計 ２０１，５９２ ２０１，７３９ １４６

区 分 貸借対照表計上額（百万円）
その他有価証券
非上場株式（＊１） ３２

１年以内 １年超 ５年超 １０年超
５年以内 １０年以内

預け金 ３５，８０４ ４６，５９０ － －
有価証券 ３，６１９ １８，７７６ ２８，３９５ －
満期保有目的の債券 ３，６００ １７，９９７ １１，７８１ －
その他有価証券のうち満期があるもの １９ ７７８ １６，６１３ －
貸出金(*) ７，６１３ ９，７７２ ２０，６５６ ４０，７２３

合 計 ４７，０３６ ７５，１３８ ４９，０５１ ４０，７２３

１年以内 １年超 ５年超 １０年超
５年以内 １０年以内

預金積金(*) １７５，８９０ ２５，６５７ ３６ ６
合 計 １７５，８９０ ２５，６５７ ３６ ６

種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計 国 債 ７，６０３ ７，９７５ ３７２
上額を超えるもの 地 方 債 － － －

短期社債 － － －
社 債 ２４，９７８ ２５，５４３ ５６４
そ の 他 － － －
小 計 ３２，５８１ ３３，５１８ ９３７

時価が貸借対照表計 国 債 １００ １００ △０
上額を超えないもの 地 方 債 － － －

短期社債 － － －
社 債 ６９７ ６９６ △１
そ の 他 － － －
小 計 ７９７ ７９６ △１

合 計 ３３，３７９ ３４，３１５ ９３５
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剰余金処分計算書 （単位：円）

・子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 該当ございません
・その他有価証券（単位：百万円）

２８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受
けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、６，３０６百万円であります。こ
のうち契約残存期間が１年以内のものが３，７６１百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その
ものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており
ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定
期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。

２９．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金 ９９０百万円
固定資産の減損損失 ３２ 〃
減価償却 ２５ 〃
役員退職慰労引当金 ４８ 〃
その他 ５３ 〃
繰延税金資産小計 １，１４９ 〃
評価性引当額 △５２７ 〃
繰延税金資産合計 ６２２ 〃
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 １６４百万円
繰延税金負債合計 １６４ 〃
繰延税金資産の純額 ４５７百万円

（追加情報）
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」
（平成２３年法律第１１４号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財
源の確保に関する特別措置法」（平成２３年法律第１１７号）が平成２３年１２月２日に公布され、平成２４年４
月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることと
なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の
３１．０％から、平成２４年４月１日に開始する事業年度から平成２６年４月１日に開始する事業年度に解消が
見込まれる一時差異については２９．４％に、平成２７年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差異等については２７．６％となります。この税率変更により、繰延税金資産は３９百万円減少
し、その他有価証券評価差額金は２０百万円増加し、法人税等調整額は３９百万円増加しております。
再評価に係る繰延税金負債は４８百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。

３０．追加情報
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第２４号平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号平成２１年１２月４日）を適用し
ております。なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告
第１４号）に基づき、当事業年度の「償却債権取立益」は「その他経常収益」に計上しております。

■損益計算書注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．出資１口当たり当期純利益金額 １０円８６銭
３．減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小単位である営業店単位でグルーピングを行っており
ます。その結果、営業利益減少によるキャッシュフローの低下及び継続的な地価の下落等により、
以下の資産１０箇所の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額８１，５７６千円を「減損損失」と
して特別損失に計上しております。

区 分 地域 主な用途 種 類 減損損失
事業用不動産 大分市内 営業店舗４箇所 土地及び建物 ４３，２７７千円

〃 大分市外 営業店舗１箇所 土地及び建物 ２，６３６千円
（うち土地 ４１，９０９千円）
（うち建物 ４，００５千円）

所有不動産 大分市内 所有不動産２箇所 土地及び建物 ３１，０８０千円
〃 大分市外 所有不動産３箇所 土地 ４，５８１千円

（うち土地 ２５，５６３千円）
（うち建物 １０，０９９千円）

合 計 ８１，５７６千円
（うち土地 ６７，４７２千円）
（うち建物 １４，１０４千円）

尚、事業用不動産及び所有不動産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、路線価等
に基づき算出した額により処分費用見込額を控除して算定しております。
４．法人税、住民税及び事業税には、過年度法人税等３８，８１７千円を含んでおります。

種 類 貸借対照表計上額 取得原価 差 額

貸借対照表計上額が 株 式 － － －
取得原価を超えるも 債 券 １７，０７６ １６，４８１ ５９４
の 国 債 １５，４７４ １４，９５５ ５１９

地方債 － － －
短期社債 － － －
社 債 １，６０１ １，５２６ ７５
そ の 他 － － －
小 計 １７，０７６ １６，４８１ ５９４

貸借対照表計上額が 株 式 － － －
取得原価を超えない 債 券 ３３５ ３３５ △０
もの 国 債 ３００ ３００ △０

地方債 － － －
短期社債 － － －
社 債 ３４ ３４ △０
そ の 他 － － －
小 計 ３３５ ３３５ △０

合 計 １７，４１１ １６，８１６ ５９４

区 分 平成２２年度 平成２３年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 ４２７，１６１，２４５ ２６９，９００，６８２

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） ６９，４０１，７９８ ９３，７４１，４３６

当 期 純 利 益 ３２１，０５６，７０６ １４８，４３３，７９９

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 ３６，７０２，７４１ ２７，７２５，４４７

目 的 積 立 金 目 的 取 崩 額 － －

積 立 金 取 崩 額 － －

法 定 準 備 金 限 度 超 過 取 崩 額 － －

目 的 積 立 金 目 的 外 取 崩 額 － －

剰 余 金 処 分 額 ３３３，４１９，８０９ ２１３，３７５，０８３

利 益 準 備 金 － －

出 資 配 当 金 １３，４１９，８０９ １３，３７５，０８３

役 員 賞 与 金 － －

特 別 積 立 金 ３００，０００，０００ ２００，０００，０００

目 的 積 立 金 ２０，０００，０００ －

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） ９３，７４１，４３６ ５６，５２５，５９９

会計監査人の監査について

信用金庫法第３８条の２の規定に基づき貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書は、あずさ監査法人の監査を受けて

おります。

財務諸表の正確性に係る内部監査の有効性の確認について

平成２３年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金

処分計算書（以下「財務諸表」という。）の適正性、及び

財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認しております。

平成２４年６月２５日
大分信用金庫 理事長
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業務粗利益 （単位：千円）

資金運用勘定、資金調達勘定の平均残高、利息、利回り等

受取利息、支払利息の分析 （単位：千円）

区 分
平成２２年度 平成２３年度

残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 △１９，１４３ △２８９，７６８ △３０８，９１１ △４６，２４１ △２００，７５６ △２４６，９９７

うち貸出金 △１４７，３７１ △１３３，４１７ △２８０，７８８ △１５４，８８２ △５４，７１２ △２０９，５９４

うち預け金 △２７，６７７ △１４３，２７７ △１７０，９５４ １５，４３０ △１１６，１２５ △１００，６９５

うち有価証券 １５５，９０５ △２７，９３２ １２７，９７３ ９３，２１１ △３１，３７９ ６１，８３２

支払利息 ６，９３６ △１４８，１８９ △１４１，２５３ ５，７２４ △７２，３３６ △６６，６１２

うち預金積金 ６，０４６ △１４７，３０８ △１４１，２６２ ７，２０１ △７３，８０６ △６６，６０５

うち借用金 ０ ０ ０ － － －

区 分
平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

平成２２年度 平成２３年度

２０９，２２１ ２１４，１２０

９２，１９１ ８６，８１０

７６，８９６ ７９，３６８

３９，４７８ ４７，２９６

１９１，９６６ １９６，６４０

１９１，８５７ １９６，５３７

－ －

０ －

２．８５

うち預け金

資金運用勘定

平成２２年度

４７９，５６７ ３７８，８７２ ０．６２ ０．４７

平成２３年度

３，７１３，７０９

うち有価証券

３，４６６，７１１ １．７７

５３５，２１３ ５９７，０４５ １．３５ １．２６

資金調達勘定

１．６１

２４９，７０４ １８３，０９２ ０．１３ ０．０９

うち預金積金

うち貸出金

平成２２年度

２４８，７４３ １８２，１３８ ０．１２ ０．０９

うち譲渡性預金

平成２３年度

２，６８４，０６９

－ － － －

うち借用金

２，４７４，４７５ ２．９１

３ － ０．６６ －

区 分 平成２２年度

資金運用収支 ３，４６４，００４ ３，２８３，６１９

資 金 運 用 収 益 ３，７１３，７０９ ３，４６６，７１１

資 金 調 達 費 用 ２４９，７０４ １８３，０９２

役務取引等収支 ５２，３０９ ５３，６８５

役 務 取 引 等 収 益 ２６５，６６０ ２５４，５７５

役 務 取 引 等 費 用 ２１３，３５１ ２００，８８９

その他業務収支 ７，６９１ ９，９６２

そ の 他 業 務 収 益 ７，７０７ １０，１３１

そ の 他 業 務 費 用 １５ １６９

業 務 粗 利 益 ３，５２４，００６ ３，３４７，２６７

業 務 粗 利 益 率 １．６８ １．５６

（注） 業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高をそれぞれ控除して表示しております。

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法で算出しております。
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その他業務利益の内訳 （単位：千円）

経費の内訳 （単位：千円）

区 分
平成２２年度
金 額

平成２３年度
金 額

そ の 他 業 務 収 益 ７，７０７ １０，１３１

内

訳

国 債 等 債 券 売 却 益 － －

国 債 等 債 券 償 還 益 － ０

そ の 他 の 業 務 収 益 ７，７０７ １０，１３０

そ の 他 業 務 費 用 １５ １６９

内

訳

国 債 等 債 券 売 却 損 － －

国 債 等 債 券 償 還 損 － １００

国 債 等 債 券 償 却 － －

（ う ち 有 税 分 ） － －

そ の 他 の 業 務 費 用 １５ ６９

区 分
平成２２年度
金 額

平成２３年度
金 額

経 費 合 計 ２，５５０，０６６ ２，４４１，９９０

人 件 費 １，４９９，０６２ １，４２６，３７９

内

訳

報 酬 給 与 手 当 １，１９６，８１３ １，１８３，３５３

社 会 保 険 料 等 １４７，７２１ １４５，６２５

退 職 給 付 費 用 １５４，５２７ ９７，３９９

物 件 費 ９９８，６０１ ９６６，３０６

主

要

内

訳

事 務 費 ４４２，４２９ ４１７，３６８

（ 通 信 費 ） （３５，０８６） （３２，４８３）

（ 事 務 機 械 賃 借 料 ） （２４，３４５） （１８，５８６）

（ 事 務 委 託 費 ） （２６３，５０７） （２５８，９３５）

固 定 資 産 費 １６６，０２８ １６７，７７６

（ 土 地 建 物 賃 借 料 ） （２７，２８２） （２９，９４２）

（ 保 全 管 理 費 ） （１１５，９２８） （１１３，１５１）

事 業 費 ８７，４４７ ８５，４３５

（ 広 告 宣 伝 費 ） （４１，５５６） （３９，３８１）

（ 交 際 費 ） （１２，２００） （１２，０８７）

人 事 厚 生 費 １８，５５５ １８，６３７

預 金 保 険 料 １５６，２６３ １５９，２４７

固 定 資 産 償 却 １２７，８７７ １１７，８４１

税 金 ５２，４０２ ４９，３０５
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商品有価証券の含み（損）益 該当ありません

オフバランス取引の状況 該当取引ありません

先物取引の時価情報 該当取引ありません

オプション取引の時価情報 該当取引ありません

総資産利益率（経常利益率、当期純利益率） （単位：％）

総資金利鞘 （単位：％）

預貸率 （単位：％）

預証率 （単位：％）

常勤役職員一人当たり預金残高 （単位：百万円）

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ４６．２０ ４２．１１

期 中 平 残 ４８．０５ ４４．１６

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ２２．７６ ２５．２１

期 中 平 残 ２０．５７ ２４．０６

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ８４６ ９０４

平 均 残 高 ８１９ ８６２

区 分 平成２２年度 平成２３年度

総 資 金 利 鞘 ０．３２ ０．２８

資 金 運 用 利 回 １．７７ １．６１

資 金 調 達 原 価 率 １．４５ １．３３

区 分 平成２２年度 平成２３年度

総 資 産 経 常 利 益 率 ０．３４ ０．２５

総 資 産 当 期 純 利 益 率 ０．１５ ０．０６

（注）総資産経常（当期）利益率＝経常（当期）利益／総資産（除く債務保証見返）平均残高×１００
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一店舗当たり預金残高 （単位：百万円）

常勤役職員一人当たり貸出金残高 （単位：百万円）

一店舗当たり貸出金残高 （単位：百万円）

常勤役職員一人当たり預貸金残高 （単位：百万円）

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ６，７４４ ７，４６６

平 均 残 高 ６，６１５ ７，２７９

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ３９１ ３８０

期 中 平 残 ３９３ ３８０

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 ３，１１５ ３，１４４

期 中 平 残 ３，１７９ ３，２１５

区 分 平成２２年度 平成２３年度

期 末 残 高 １，２３７ １，２８４

期 中 平 残 １，２１３ １，２４２

県下信金バレー大会
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預金科目別残高 （単位：百万円、％）

預金・譲渡性預金平均残高 （単位：百万円、％）

預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

財形貯蓄残高 （単位：件、百万円）

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
当 座 預 金 １，４１２ ０．７２ １，６７８ ０．８３
普 通 預 金 ６７，４１９ ３４．４７ ７０，４７９ ３４．９６
貯 蓄 預 金 ４，１３４ ２．１１ ３，７９８ １．８８
通 知 預 金 ２８ ０．０１ ６６ ０．０３
別 段 預 金 １，２０１ ０．６１ ６５４ ０．３２
納 税 準 備 預 金 ６ ０．００ ６ ０．００
流 動 性 預 金 計 ７４，２０２ ３７．９３ ７６，６８３ ３８．０３
定 期 預 金 １１３，９５２ ５８．２６ １１７，２１８ ５８．１４

うち固定自由金利定期預金 １１３，９５１ ５８．２６ １１７，２１７ ５８．１４
うち変動自由金利定期預金 １ ０．００ １ ０．００

定 期 積 金 ７，４２３ ３．７９ ７，６８９ ３．８１
定 期 性 預 金 計 １２１，３７５ ６２．０５ １２４，９０８ ６１．９６
合 計 １９５，５７８ １００．００ ２０１，５９２ １００．００

う ち 会 員 ７３，７４８ ３７．７０ ８１，２４９ ４０．３０
う ち 会 員 外 １２１，８３０ ６２．２９ １２０，３４３ ５９．６９

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
流動性預金 ６８，３３６ ３５．６１ ７０，８２９ ３６．０３

うち有利息預金 ６２，４９８ ３２．５７ ６４，２３８ ３２．６８
定期性預金 １２３，５２１ ６４．３８ １２５，７０８ ６３．９６

うち固定自由金利定期預金 １２３，５２０ ６４．３８ １２５，７０７ ６３．９６
うち変動自由金利定期預金 １ ０．００ １ ０．００

その他 － － － －
計 １９１，８５７ １００．００ １９６，５３７ １００．００

譲渡性預金 － － － －
合 計 １９１，８５７ １００．００ １９６，５３７ １００．００

区 分
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
個 人 １６５，２１０ ８４．４７ １６９，１２８ ８３．８９
一 般 法 人 ２５，０３４ １２．８０ ２７，４５５ １３．６１
金 融 機 関 ２７２ ０．１３ １６９ ０．０８
公 金 ５，０６１ ２．５８ ４，８３８ ２．３９
合 計 １９５，５７８ １００．００ ２０１，５９２ １００．００

区 分
平成２２年度 平成２３年度

件 数 残 高 件 数 残 高
財 形 貯 蓄 ２３ １３ １８ ６

資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調調達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達達

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定自由金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金
変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金
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貸出金科目別平均残高
（単位：百万円、％）

貸出金残高
（単位：百万円、％）

貸出金業種別内訳
（単位：百万円、％）

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
割 引 手 形 １，２２６ １．３２ １，１４０ １．３１
手 形 貸 付 ４，５３５ ４．９１ ４，１２０ ４．７４
証 書 貸 付 ８２，６１６ ８９．６１ ７８，０４７ ８９．９０
当 座 貸 越 ３，８１２ ４．１３ ３，５０１ ４．０３
合 計 ９２，１９１ １００．００ ８６，８１０ １００．００

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
貸出金期末残高 ９０，３６１ １００．００ ８４，９０９ １００．００

う ち 変 動 金 利 ６３，４９４ ７０．２６ ５９，２２１ ６９．７４
う ち 固 定 金 利 ２６，８６７ ２９．７３ ２５，６８８ ３０．２５

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構 成 比 残 高 構 成 比
製 造 業 ２，９６５ ３．２８ ２，８２７ ３．３２
農 業 、 林 業 １１５ ０．１２ １１１ ０．１３
漁 業 ２１２ ０．２３ １７８ ０．２０
鉱業、採石業、砂利採取業 ４３１ ０．４７ ３８２ ０．４４
建 設 業 ９，４４９ １０．４５ ８，６９１ １０．２３
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －
情 報 通 信 業 ６２ ０．０６ ７３ ０．０８
運 輸 業 、 郵 便 業 １，４５３ １．６０ １，２８８ １．５１
卸 売 業 ３，５１３ ３．８８ ２，５４５ ２．９９
小 売 業 ６，８７５ ７．６０ ６，４８１ ７．６３
金 融 、 保 険 業 １，８３９ ２．０３ ２，２７６ ２．６８
不 動 産 業 １８，４０３ ２０．３６ １７，９２６ ２１．１１
物 品 賃 貸 業 １６０ ０．１７ １２９ ０．１５
学術研究、専門・技術サービス業 ２００ ０．２２ １６４ ０．１９
宿 泊 業 ２，７１５ ３．００ ２，３１５ ２．７２
飲 食 業 ２，１４５ ２．３７ ２，０８５ ２．４５
生活関連サービス業、娯楽業 ３，７７６ ４．１７ ３，５８３ ４．２１
教 育 、 学 習 支 援 業 ２７４ ０．３０ ２９０ ０．３４
医 療 ・ 福 祉 ７３３ ０．８１ ９１４ １．０７
そ の 他 の サ ー ビ ス ２，６２１ ２．９０ ２，３８２ ２．８０
小 計 ５７，９５１ ６４．１３ ５４，６４９ ６４．３６
国 ・ 地 方 公 共 団 体 ８９２ ０．９８ ４３７ ０．５１
個 人 ３１，５１８ ３４．８８ ２９，８２２ ３５．１２

合 計 ９０，３６１ １００．００ ８４，９０９ １００．００

資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運運用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用用
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貸出金使途別内訳
（単位：百万円、％）

消費者ローン、住宅ローン残高
（単位：件、百万円）

貸出金担保別内訳
（単位：百万円、％）

債務保証見返担保別内訳（期末残高））
（単位：百万円、％）

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
設 備 資 金 ５０，６９１ ５６．０９ ４８，１０３ ５６．６５
運 転 資 金 ３９，６７０ ４３．９０ ３６，８０５ ４３．３４
合 計 ９０，３６１ １００．００ ８４，９０９ １００．００

科 目
平成２２年度 平成２３年度

件 数 残 高 件 数 残 高
消 費 者 ロ ー ン ９，０７６ ９，０６１ ８，８４２ ８，５７３
住 宅 ロ ー ン ２，６１２ ２２，４５６ ２，４９５ ２１，２４８
合 計 １１，６８８ ３１，５１８ １１，３３７ ２９，８２２

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
預 金 積 金 ２，９２７ ３．２３ ２，６２７ ３．０９
有 価 証 券 ５０ ０．０５ ５０ ０．０５
動 産 １７５ ０．１９ １７３ ０．２０
不 動 産 ４５，８９２ ５０．７８ ４３，４６５ ５１．１９
そ の 他 － － － －
信 用 保 証 協 会 ・ 信 用保険 １４，２８９ １５．８１ １３，４７７ １５．８７
保 証 ５，９６１ ６．５９ ６，２４８ ７．３５
信 用 ２１，０６５ ２３．３１ １８，８６６ ２２．２１
合 計 ９０，３６１ １００．００ ８４，９０９ １００．００

科 目
平成２２年度 平成２３年度

残 高 構成比 残 高 構成比
預 金 積 金 － － － －
有 価 証 券 － － － －
動 産 － － － －
不 動 産 ２，７４３ ９６．８９ ２，３７６ ９７．４５
そ の 他 － － － －
信 用 保 証 協 会 ・ 信 用保険 － － － －
保 証 ８８ ３．１０ ６１ ２．５０
信 用 － － － －
合 計 ２，８３１ １００．００ ２，４３８ １００．００



Ｄ
Ｉ
Ｓ
Ｃ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｅ

２
０
１
２

３７

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

貸出金償却額 （単位：百万円）

リスク管理債権

○リスク管理債権に対する担保・保全及び引当金の引当・保全状況 （単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度 平成２３年度

リスク管理債権額（Ａ） ８，６００ ８，０４７

破綻先債権額 １，９１２ １，６０５

延滞債権額 ６，３４９ ６，１５５

３ヶ月以上延滞債権額 ０ －

貸出条件緩和債権額 ３３８ ２８６

保全額（Ｂ） ７，８３２ ７，３４２

貸倒引当金合計額（Ｃ） ４，００５ ３，８６３

一般貸倒引当金 １９ ２１

個別貸倒引当金 ３，９８５ ３，８４２

担保・保証額（Ｄ） ３，８２７ ３，４７９

実質リスク管理債権額（Ｅ）＝（Ａ）－（Ｄ） ４，７７３ ４，５６８

保全率（Ｂ）／（Ａ） ９１．０６ ９１．２４

貸倒引当金引当率（Ｆ）＝（Ｃ）／（Ｅ） ８３．９０ ８４．５６

平成２２年度 平成２３年度

貸 出 金 償 却 額 ４７ －

区 分 期首残高
当 期
増加額

当期減少額
当期末残高

目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金
平成２２年度 ５２７ ３１５ － ５２７ ３１５

平成２３年度 ３１５ ３３０ － ３１５ ３３０

個 別 貸 倒 引 当 金
平成２２年度 ４，０３４ ３，９９３ ４２１ ３，６１３ ３，９９３

平成２３年度 ３，９９３ ３，８４９ ３６３ ３，６２９ ３，８４９

合 計
平成２２年度 ４，５６１ ４，３０８ ４２１ ４，１４０ ４，３０８

平成２３年度 ４，３０８ ４，１７９ ３６３ ３，９４４ ４，１７９

（注）１．《一般貸倒引当金》 自己査定の結果、正常債権、要注意債権に対して過去の一定期間の償却実績に基づき将来
の償却予想を含む実績率により適正に引き当て計上しております。

２．《個別貸倒引当金》 自己査定の結果、破綻懸念先債権、実質破綻先債権、破綻先債権額に対してその貸出金を
個別に検討した上で、貸倒に備えて引き当て計上した金額です。

（注） １．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本又は
利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）の
うち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
① 会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者
② 民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者
③ 破産法の規定による破産の申立てがあった債務者
④ 会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤ 手形交換所による取引停止処分を受けた債務者
２．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の２つを除いた貸出金です。
① 上記「破綻先債権」に該当する貸出金
② 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
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金融再生法開示債権額

○金融再生法開示債権 （単位：百万円）

○金融再生法開示債権保全状況 （単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度 平成２３年度

金融再生法上の不良債権 ８，６９１ ８，１３２

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ４，２２５ ４，１０４

危険債権 ４，１２６ ３，７４０

要管理債権 ３３９ ２８６

正常債権 ８４，６２６ ７９，３３０

合計（総与信） ９３，３１７ ８７，４６２

区 分 平成２２年度 平成２３年度

金融再生法上の不良債権（Ａ） ８，６９１ ８，１３２

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ４，２２５ ４，１０４

危険債権 ４，１２６ ３，７４０

要管理債権 ３３９ ２８６

保全額（Ｂ） ７，９２２ ７，４２７

貸倒引当金（Ｃ） ４，０１１ ３，８６６

担保・保証等（Ｄ） ３，９１１ ３，５６１

保全率（Ｂ）／（Ａ） ９１．１６ ９１．３３

担保・保証等控除後債権に対する引当率
（Ｃ）／（（Ａ）－（Ｄ））

８３．９２ ８４．５７

３．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で破綻先
債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当
しない貸出金です。
５．なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている
個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。
６．「担保・保証額」（Ｄ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認めら
れる額の合計額です。
７．「個別貸倒引当金」は、貸借対照表に記載した金額ではなく、破綻先債権額・延滞債権額に対して個別に引当計上
した額の合計額です。
８．「一般貸倒引当金」には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、３ヵ月以上延滞債権額・貸出条件緩和債権額
に対して引当てた額を記載しております。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥ってい
る債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至ってはいないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ
た債権の元本の回収及び利息の受け取りができない可能性の高い債権です。
３．「要管理債権」とは、３ヵ月以上延滞の状態にあるか、もしくは貸出条件緩和を行なっている債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに
準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。
５．金融再生法開示債権には貸出金以外の債権（債務保証・未収利息・その他与信に関連する仮払金等）も含まれ
ています。

（注）１．「貸倒引当金（Ｃ）」は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。
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有価証券の種類別平均残高 （単位：百万円）

有価証券の種類別の残存期間別残高 （単位：百万円）

売買目的有価証券 該当ありません

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

区 分 平成２２年度 平成２３年度
国 債 １４，７０８ ２０，６７０
地 方 債 － －
社 債 ２４，７２８ ２６，５８９
株 式 ３２ ３２
外 国 証 券 － －
そ の 他 の 証 券 ９ ４
貸 付 有 価 証 券 － －
合 計 ３９，４７８ ４７，２９６

１年以下 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下 １０ 年 超

期 間 の
定 め の
ないもの

合 計

国 債
平成２２年度 １００ － ８５３ ２，４０２ １５，０４８ － － １８，４０５
平成２３年度 － ６５ １，９８８ ２，９３２ １８，４９２ － － ２３，４７８

地 方 債
平成２２年度 － － － － － － － －
平成２３年度 － － － － － － － －

短 期 社 債
平成２２年度 － － － － － － － －
平成２３年度 － － － － － － － －

社 債
平成２２年度 ３，７００ ７，４２４ ７，９０１ ２，８６９ ４，１７７ － － ２６，０７２
平成２３年度 ３，６１９ ７，４７１ ９，２５１ ２，９２２ ４，０４７ － － ２７，３１２

株 式
平成２２年度 － － － － － － ３２ ３２
平成２３年度 － － － － － － ３２ ３２

外 国 証 券
平成２２年度 － － － － － － － －
平成２３年度 － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券
平成２２年度 ４ － － － － － － ４
平成２３年度 － － － － － － － －

種 類
平成２２年度 平成２３年度

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国 債 ５，７０３ ５，９７０ ２６６ ７，６０３ ７，９７５ ３７２
地 方 債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社 債 ２１，３８２ ２１，８６５ ４８２ ２４，９７８ ２５，５４３ ５６４
そ の 他 － － － － － －
小 計 ２７，０８５ ２７，８３５ ７４９ ３２，５８１ ３３，５１８ ９３７

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの

国 債 ７９９ ７９１ △７ １００ １００ △０
地 方 債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社 債 ３，０９６ ３，０７３ △２３ ６９７ ６９６ △１
そ の 他 － － － － － －
小 計 ３，８９５ ３，８６５ △３０ ７９７ ７９６ △１

合 計 ３０，９８１ ３１，７００ ７１８ ３３，３７９ ３４，３１５ ９３５

証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務

（注）商品有価証券は保有しておりません。

有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有有価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証証券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券券のののののののののののののののののののののののののののののの時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時時価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価価情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報

（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。
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その他有価証券
（単位：百万円）

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券
（単位：百万円）

金銭の信託 該当ありません

デリバティブ取引

１．金利関連取引 該当ありません。

２．通貨関連取引 該当ありません。

３．株式関連取引 該当ありません。

４．債券関連取引 該当ありません。

５．商品関連取引 該当ありません。

６．クレジットデリバティブ取引 該当ありません。

種 類
平成２２年度 平成２３年度

貸借対照表計上額 取得原価 差 額 貸借対照表計上額 取得原価 差 額

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

株式 － － － － － －
債券 ９，４４９ ９，２００ ２４８ １７，０７６ １６，４８１ ５９４
国債 ７，９４３ ７，７５４ １８８ １５，４７４ １４，９５５ ５１９
地方債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社債 １，５０５ １，４４５ ６０ １，６０１ １，５２６ ７５
その他 － － － － － －
小計 ９，４４９ ９，２００ ２４８ １７，０７６ １６，４８１ ５９４

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

株式 － － － － － －
債券 ４，０４６ ４，０８５ △３８ ３３５ ３３５ △０
国債 ３，９５９ ３，９９６ △３７ ３００ ３００ △０
地方債 － － － － － －
短期社債 － － － － － －
社債 ８７ ８８ △１ ３４ ３４ △０
その他 － － － － － －
小計 ４，０４６ ４，０８５ △３８ ３３５ ３３５ △０

合 計 １３，４９５ １３，２８５ ２１０ １７，４１１ １６，８１６ ５９４

区 分
貸借対照表計上額

平成２２年度 平成２３年度
非上場株式(＊１） ３２ ３２
投資事業有限責任組合持分(＊２） ４ －

（注）１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対
象とはしておりません。

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されて
いるものについては、時価開示の対象とはしておりません。

第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第111111111111111111111111111111000000000000000000000000000000222222222222222222222222222222条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条条第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第111111111111111111111111111111項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第555555555555555555555555555555号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号号にににににににににににににににににににににににににににににに掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲掲げげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげげるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引引
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外国為替取引高
（単位：件、千ドル）

外貨建資産残高 該当ありません

手数料一覧
（単位：千円）

代理貸付残高の内訳
（単位：百万円）

内国為替取扱実績
（単位：件、百万円）

区 分
平成２２年度 平成２３年度

件 数 金 額 件 数 金 額

仕

向

送 金 １８５，３０１ ９１，９７８ １８１，４４８ ９４，２９９
代 金 取 立 ４，３１７ ３，８９６ ３，７２０ ３，４３０
計 １８９，６１８ ９５，８７４ １８５，１６８ ９７，７３０

被
仕
向

送 金 ２９２，５７７ １０３，８７６ ２８０，１４７ １０５，０４２
代 金 取 立 ７，０１８ ６，７９０ ６，１９６ ６，２２６
計 ２９９，５９５ １１０，６６６ ２８６，３４３ １１１，２６８

合 計 ４８９，２１３ ２０６，５４０ ４７１，５１１ ２０８，９９９

区 分
平成２２年度 平成２３年度

金 額 金 額
代 理 業 務 ２４，６２３ ２２，１３８
為 替 １４３，９１７ １３７，２４８
口 座 振 替 ６５，３４４ ６４，２３６
そ の 他 ３１，７７６ ３１，１５８
合 計 ２６５，６６０ ２５４，７８２

区 分
平成２２年度 平成２３年度

金 額 金 額
信 金 中 央 金 庫 ２，７１６ ２，３６０
日 本 政 策 金 融 公 庫

１９３ １４７（ 国 民 生 活 事 業 ）
日 本 政 策 金 融 公 庫

５５ ２６（ 中 小 企 業 事 業 ）
独立行政法人住宅金融支援機構 ９，０１２ ７，７２５
独立行政法人福祉医療機構 ２０１ １６７
そ の 他 － －
合 計 １２，１７７ １０，４２５

区 分
平成２２年度 平成２３年度

件 数 金 額 件 数 金 額
金 額 １１ ８３ ９ ４６
内
訳

仕 向 － － － －
被 仕 向 １１ ８３ ９ ４６

国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際際業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務

そそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそそのののののののののののののののののののののののののののののの他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他他のののののののののののののののののののののののののののののの業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務

（注）本店と各支店との間及び各支店相互間における取扱いと交換振込を除く。
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１．自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

項 目 平成２２年度 平成２３年度
（ 自 己 資 本 ）
出資金 ６８３ ６８４
うち非累積的永久優先出資 － －

優先出資申込証拠金 － －
資本準備金 － －
その他資本剰余金 － －
利益準備金 ６８２ ６８２
特別積立金 １６，３４２ １６，５４２
繰越金（当期末残高） ９３ ５６
その他 － －
処分未済持分 （△） － －
自己優先出資 （△） － －
自己優先出資申込証拠金 － －
その他有価証券の評価差損 （△） － －
営業権相当額 （△） － －
のれん相当額 （△） － －
企業結合により計上される無形固定資産相当額 （△） － －
証券化取引により増加した自己資本に相当する額 （△） － －
基本的項目（Ａ） １７，８０１ １７，９６５
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の

５３７ ５１９
差額の４５％に相当する額
一般貸倒引当金 ３１５ ３３０
負債性資本調達手段等 － －
負債性資本調達手段 － －
期限付劣後債務及び期限付優先出資 － －

補完的項目不算入額 （△）
補完的項目（Ｂ） ８５２ ８４９
自己資本総額［（Ａ）＋（Ｂ）］（Ｃ） １８，６５４ １８，８１５
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 ２，０１０ ２，４１０
負債性資本調達手段及びこれに準ずるもの － －
期限付劣後債務及び期限付優先出資

１，５００ １，９００
並びにこれらに準ずるもの

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として用い
－ －

る保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化
エクスポージャー及び信用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス － －
（告示第２４７条を準用する場合を含む。）
控除項目不算入額 （△） ２，０１０ ２，４１０
控除項目計（Ｄ） － －
自己資本額［（Ｃ）－（Ｄ）］（Ｅ） １８，６５４ １８，８１５
（リスク・アセット等）
資産（オン・バランス項目） ７５，９０１ ４３，７６５
オフ・バランス取引項目 ２，２４７ １，９０７
オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 ６，８５４ ６，６１２
リスク・アセット等計（Ｆ） ８５，００２ ８２，２８６
単体Tier１比率（Ａ／Ｆ） ２０．９４ ２１．８３
単体自己資本比率（Ｅ／Ｆ） ２１．９４ ２２．８６

ババババババババババババババババババババババババババババババーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼゼルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルル������������������������������にににににににににににににににににににににににににににににに係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係係るるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当当金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫庫のののののののののののののののののののののののののののののの自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自自己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己己資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本本のののののののののののののののののののののののののののののの充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実実のののののののののののののののののののののののののののののの状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等ににににににににににににににににににににににににににににににつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいてててててててててててててててててててててててててててててて
（定量的開示事項）

（注）信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に照ら
し自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しており
ます。なお、当金庫は国内基準を採用しております。
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２．自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

平成２２年度 平成２３年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計 ７８，１４８ ３，１２５ ７５，６７４ ３，０２６
①標準的手法が適用されるポート
フォリオのエクスポージャー ７８，１４８ ３，１２５ ７５，６７４ ３，０２６

現金 － － － －

わが国の中央政府及び中央銀行向け － － － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － －

国際決済銀行等向け － － － －

我が国の地方公共団体向け － － － －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － －

国際開発銀行向け － － － －

地方公共団体金融機構向け － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － －

地方三公社向け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け ２０，５６９ ８２２ ２１，９８７ ８７９

法人等向け １１，８７０ ４７４ ９，４２２ ３７６

中小企業等向け及び個人向け １８，０１５ ７２０ １７，５２５ ７０１

抵当権付住宅ローン ６，５６５ ２６２ ６，１４９ ２４５

不動産取得等事業向け １１，４１５ ４５６ １１，５１６ ４６０

三月以上延滞等 ９５９ ３８ ８５３ ３４

取立未済手形 ３ ０ ４ ０

信用保証協会等による保証付 １，７２８ ６９ １，７０４ ６８

株式会社企業再生支援機構等による保証付 － － － －

出資等 ６７４ ２６ ６６８ ２６

上記以外 ６，３４４ ２５３ ５，８４２ ２３３

証券化（オリジネーターの場合） － － － －

証券化（オリジネーター以外の場合） － － － －

②証券化エクスポージャー － － － －

証券化（オリジネーター） － － － －

証券化（オリジネーター以外） － － － －

③複数の資産を裏付とする資産（所
謂ファンド）のうち、個々の資産
の把握が困難な資産

－ － － －

ロ．オペレーショナル・リスク ６，８５４ ２７４ ６，６１２ ２６４

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） ８５，００２ ３，４００ ８２，２８６ ３，２９１

（注）１．所要自己資本の額＝リスクアセット×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引
の与信相当額です。
３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク
スポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になった
エクスポージャーのことです。
４．オペレーショナルリスクは、当金庫は基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％

÷８％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％
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３．信用リスクに関する事項 （証券化エクスポージャーを除く）

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

＜業種別＞ （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

三 月 以 上
延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ以
外のオフ・バラン

ス取引

有価証券
現金、預け金等
その他資産

２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度

製 造 業 ３，２６２ ３，０６８ ３，２５９ ３，０６５ ０ ０ ２ ２ ８ ８

農 業 、 林 業 １９８ １８７ １９７ １８７ － － ０ ０ － －

漁 業 ２３７ ２２１ ２３７ ２２１ － － ０ ０ － －

鉱業、採石業、砂利採取業 ４３１ ３８２ ４３１ ３８２ － － ０ ０ － －

建 設 業 １０，４３９ ９，５２２ １０，４１９ ９，５０２ － － ２０ １９ ８０７ ３０５

電気・ガス・熱供給・水道業 １００ １００ － － １００ １００ － － － －

情 報 通 信 業 ８９ ９９ ７３ ８２ １６ １６ ０ ０ － －

運輸業、郵便業 １，５６４ １，４２７ １，４６２ １，３２５ １００ １００ １ １ － －

卸売業・小売業 １１，３４０ ９，８６４ １１，３３０ ９，８５６ － － ９ ８ ３７７ ３４９

金融業・保険業 ９８，０７０ １０３，６５２ １，８８０ ２，３１４ １８，１１５ １８，０１５ ７８，０７４ ８３，３２２ － －

不 動 産 業 ２１，３５３ ２０，６８８ ２１，３３６ ２０，６７１ － － １７ １７ ２３９ ２０９

物 品 賃 貸 業 １６３ １３１ １６３ １３１ － － ０ ０ － －

各 種 サ ー ビ ス ６３ ５５ ６３ ５５ － － ０ ０ － －

学術研究、専門・技術サービス業 ２１２ １７３ ２１２ １７２ － － ０ ０ － －

宿 泊 業 ２，７９５ ２，３９１ ２，７９４ ２，３９０ － － １ ０ ４９４ ９６７

飲 食 業 ２，８６３ ２，７７８ ２，８６０ ２，７７６ － － ２ ２ １０８ ９３

生活関連サービス ４，３２３ ４，１１５ ４，３１５ ４，１１１ １ １ ６ ２ １，１４０ １，１０６

教育、学習支援業 ３６１ ３６４ ３６１ ３６３ － － ０ ０ － －

医 療 ・ 福 祉 ９０４ １，０７４ ９０４ １，０７４ － － ０ ０ － －

その他のサービス ２，９６２ ２，７００ ２，９５２ ２，６９１ － － １０ ９ １９ ４８

国 ・ 地 公 体 ２６，８６９ ３２，４８８ ８９２ ４３７ ２５，９２９ ３１，９９６ ４７ ５４ － －

個 人 ２７，０８７ ２５，５７５ ２７，０４４ ２５，５３３ － － ４３ ４２ ２１５ ２３１

そ の 他 の 産 業 ６，８８１ ７，０１７ － － ４ ０ ６，８７６ ７，０１７ － －

合 計 ２２２，５７７ ２２８，０８２ ９３，１９２ ８７，３４８ ４４，２６６ ５０，２２８ ８５，１１７ ９０，５０５ ３，４１２ ３，３２０

１ 年 以 下 ６２，０７８ ４８，７５９ ９，３０５ ９，０３１ ３，８００ ３，６１８ ４８，９７２ ３６，１０８

１ 年 超 ３ 年 以 下 ３８，５１９ ４５，８８０ ５，２１９ ４，０６６ ７，４１８ ７，５２８ ２５，８８１ ３４，２８４

３ 年 超 ５ 年 以 下 １８，９１７ ２８，４９０ ６，８５９ ６，６１６ ８，７３８ １１，２１５ ３，３１９ １０，６５９

５ 年 超 ７ 年 以 下 １３，３３５ １４，０４７ ８，０８６ ８，２４９ ５，２４２ ５，７９１ ６ ５

７年超１０年以下 ３１，８０１ ３４，４９２ １２，７６４ １２，４４４ １９，０２８ ２２，０４１ ８ ７

１ ０ 年 超 ４６，４５２ ４４，５４９ ４６，４３５ ４２，５４９ － － － －

期間の定めのないもの １１，４７２ １１，８６３ ４，５２１ ４，３９０ ３７ ３２ ６，９１３ ７，４４０

残存期間別合計 ２２２，５７７ ２２８，０８２ ９３，１９２ ８７，３４８ ４４，２６６ ５０，２２８ ８５，１１７ ９０，５０５
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ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
※４１ページに掲載の「貸倒引当金の内訳」の通りです。

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他

２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度

製 造 業 ３２ ５１ ５１ ４８ － － ３２ ５１ ５１ ４８ － －

農 業 、 林 業 １ １ １ １ － － １ １ １ １ － －

漁 業 － － － － － － － － － － － －

鉱業、採石業、砂利採取業 － － － １７ － － － － － １７ － －

建 設 業 ９１６ ８１５ ８１５ ３６５ １５３ ３１８ ７６３ ４９６ ８１５ ３６５ ３ －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －

運輸業、郵便業 － － － － － － － － － － － －

卸売業・小売業 ４１３ ３６８ ３６８ ３１６ １０ １７ ４０３ ３５１ ３６８ ３１６ ０ －

金融業・保険業 － － － － － － － － － － － －

不 動 産 業 ８８５ ６５２ ６５２ ６２９ １７８ ９ ７０６ ６４３ ６５２ ６２９ ４３ －

物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － － － －

各 種 サ ー ビ ス － － － － － － － － － － － －

学術研究、専門、技術サービス － － － － － － － － － － － －

宿 泊 業 ４１５ ７３８ ７３８ ９００ － － ４１５ ７３８ ７３８ ９００ － －

飲 食 業 １２１ １４２ １４２ ２８７ ９ － １１１ １４２ １４２ ２８７ － －

生活関連サービス業、娯楽業 ８７３ ９１０ ９１０ ９３３ － － ８７３ ９１０ ９１０ ９３３ － －

教育、学習支援業 － － － － － － － － － － － －

医 療 ・ 福 祉 ４３ － － － ４０ － ３ － － － － －

その他のサービス ５２ ５２ ５２ ４９ ７ － ４４ ５２ ５２ ４９ － －

国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － －

個 人 ２７９ ２５８ ２５８ ２９６ １８ １８ ２６１ ２４０ ２５８ ２９６ ０ －

合 計 ４，０３４ ３，９９３ ３，９９３ ３，８４９ ４１９ ３６３ ３，６１５ ３，６２９ ３，９９３ ３，８４９ ４７ －

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額

平成２２年度 平成２３年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

０％ ２５，９７３ ３，４６９ ３２，０４８ ３，４９３

１０％ － １３，７３８ － １２，９９８

２０％ １８，１４５ ７７，３０５ １８，１３８ ８２，４０１

３５％ － １８，９１７ － １７，７５９

５０％ ４３４ ２，８６０ ２８７ ２，８７９

７５％ － ２７，４５６ － ２６，７７４

１００％ １３７ ３３，７６２ １３３ ３０，８５８

１５０％ － ３７６ － ３１０

３５０％ － － － －

自己資本控除 － － － －

合 計 ２２２，５７７ ２２８，０８２

※当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスクウェイトに区分しています。
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４．信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
（単位：百万円）

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当ございません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項

該当ございません。

７．出資等エクスポージャーに関する事項

イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

ハ．貸借対照表で認識されかつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ

平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２３年度
信用リスク削減手法が適用された

４，４３４ ３，９７８ ３３３ ２８７ － －
エクスポージャー
①ソブリン向け － － － － － －
②金融機関向け － － － － － －
③法人等向け ６５９ ４４１ ０ ０ － －
④中小企業等・個人向け ３，４３０ ３，２１２ ３３３ ２８６ － －
⑤抵当権付住宅ローン １４５ １５２ － － － －
⑥不動産取得等事業向け １９９ １７２ － － － －
⑦三月以上延滞等 ０ － ０ ０ － －

区 分
平成２２年度 平成２３年度

貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上場株式等 － － － －

非上場株式等 ６８３ ６８３ ６７９ ６７９

合 計 ６８３ ６８３ ６７９ ６７９

平成２２年度 平成２３年度

売 却 益 － －

売 却 損 ２ ０

償 却 － －

平成２２年度 平成２３年度

評 価 損 益 ２１０ ５９４

平成２２年度 平成２３年度

評 価 損 益 － －

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

※その他資産勘定等に出資として計上している非上場の出資は非上場株式に含める
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８．金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

運用勘定 調達勘定

区 分
金利リスク量

区 分
金利リスク量

平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２３年度

貸 出 金 ９８０ ２５１ 定 期 性 預 金 ８２０ ３２７

有 価 証 券 等 ２，０７２ ４７０ 要 求 払 預 金 ８３７ ２４０

預 け 金 ５８９ ３５８ そ の 他 ０ ０

コ ー ル ロ ー ン 等 － － 調 達 勘 定 合 計 １，６５７ ５６７

そ の 他 ０ ０

運 用 勘 定 合 計 ３，６４１ １，０８０

銀 行 勘 定 の 金 利 リ ス ク １，９８４ ５１３

（注）１．銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、
貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生するリスク量を見るものです。当金庫では、金利ショッ
クをパーセンタイル値（保有期間１年、最低５年の観測期間で計測される金利変動の１パーセントタイル値と９９パー
セントタイル値によって計算される経済価値の低下額による金利リスク量）として銀行勘定の金利リスクを算出し
ております。
２．要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要求払預金
のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当金庫では、普通預金等の額
の５０％相当額を０～５年の期間に均等に振り分けて（平均２．５年）リスク量を算定しています。
３．銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
銀行勘定の金利リスク（５１３百万円）＝運用勘定の金利リスク量（１，０８０百万円）＋調達勘定の金利リスク量（－５６７百万円）

長浜まつり
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平成２３年 ４月 １日（金） 平成２３年度新入職員入庫式

５月２４日（火） 坂ノ市支店‥「萬弘寺の市」参加

６月 ４日（土） 稙田、宗方支店‥「七瀬川ホタルまつり」参加

５日（日） 東大分支店‥「大分川クリーン活動」参加

１５日（水） 信用金庫の日‥第一部Mr.BunBunパフォーマンス

第二部講演会（ジェフ・バーグランド）

７月 ６日（水） 府内町、中島支店‥「長浜神社祭り」参加

１０日（日） 古国府支店‥「弥栄神社・大国社夏祭り」参加

１５日（金） 府内町支店‥「若宮神社祭り」参加

２３日（土） 県下信用金庫野球大会

２３日（土） 臼杵、臼杵南支店‥「臼杵祇園まつり」参加

２３日（土） 鶴崎支店‥「SAEMON２３」参加

２３日（土） 佐伯支店‥「海ホタルまつり」参加

２３日～２４日 畑中、城南、古国府支店‥「みなみおおいた夏祭り」参加

２４日（日） 西新町・浜町・本店「天神さま夢通り」参加

２５日（月） 本店営業部、西新町支店‥「天満社夏祭り」参加

３１日（日） 稙田支店、宗方支店‥「ななせ火群まつり」参加

３１日（日） 森町支店‥「別保商工夏祭り」参加

８月 ５日（金） 大分七夕祭り「第２７回府内戦紙」出場

８日（月） 佐伯ブロック‥「さいき番匠火祭り」参加

２０日（土） 鶴崎支店‥「本場鶴崎踊り大会」

＜「OAB賞」受賞＞

９月１４日（水） 西大分支店‥「仲秋祭・浜の市」参加

１０月 １日（土） 県下信用金庫卓球・ミニバレーボール大会

２３日（日） 坂ノ市支店‥「海部のまつり」参加

１１月 ６日（日） 臼杵、臼杵南支店‥「うすき竹宵まつり」参加

１３日（日） 大分デザイン会議（本部会）視察研修旅行

２１日（月） 大分デザイン会議 人づくりフォーラム

演題：強みを生かした自己改革

講師：藤堂 昌恒

２３日（水） 臼杵南支店‥「白馬渓もみじまつり」参加

１２月１１日（日） 海崎支店‥「豊後二見ヶ浦大しめ縄張替」参加

１７日（土） 「Little-Bクリスマスパーティー」開催

（場所：全労災 ソレイユ）

平成２４年 １月１４日（土） 「第１９回だいしんカップ少年サッカー大会」開催

２月 ６日（月）～１０日（金）

だいしん矢車会経営相談会

１２日（日） 海崎支店‥「はまゆうの浜シーサイド駅伝」参加

２０日（月） 店舗統合‥西新町支店（西新町支店・浜町支店）

わさだ支店（稙田支店・宗方支店）

３月１８日（日） 大分市ミニバレーボール大会 協賛

トトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトトピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピピッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッッククククククククククククククククククククククククククククククスススススススススススススススススススススススススススススス

平成２３年度新入職員入庫式

信用金庫の日

府内戦紙

人づくりフォーラム

第１９回だいしんカップ少年サッカー大会
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平成２３年４月（第１８９回）鉄道模型運転会
５月（第１９０回）あゆみの会第９回成人部作品展
６月（第１９１回）藤澤 徹個展
６月（第１９２回）atelierナオミ陶芸教室生徒作品展
８月（第１９３回）鉄道模型運転会
１０月（第１９４回）ボタニカルアート田代純子教室作品展
１０月（第１９５回）森口裕子書道教室展
１１月（第１９６回）トミカ＆プラレール運動会inだいしんギャラリー
１１月（第１９７回）桂田アッセンデルフト作品展
１１月（第１９８回）鉄道模型運転会

平成２４年３月（第１９９回）埋の火の会（箏・三絃演奏会）
３月（第２００回）第２０回ぶんご遊草会作品展

平成９年４月に当庫本店北隣にオープン
した「だいしんギャラリー」は、地域の
芸術や文化の創作活動発表の場、会員の
方々の趣味やお稽古ごとの発表の場とし
て無料で開放しています。
オープン以来すでに約１５０組を越える

会員が利用して好評を博しており、平成
１６年度からは土日と祝日も開放していま
す。これからも地域の芸術・文化・創作
活動の支援を行っていきます。

原則として午前９時より
午後５時まで

大分信用金庫業務部
� ０９７－５４３－８１１７

展示時間

お問い合せ先

（写真：ぶんご遊草会藍染）
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１．金庫の概況及び組織に関する次に掲げる事項

イ 事業の組織

ロ 理事及び監事の氏名及び役職名

ハ 事務所の名称及び所在地

２．金庫の主要な事業の内容

３．金庫の主要な事業に関する事項として次に掲げ

るもの

イ 直近の事業年度における事業の概況

ロ 直近の５事業年度における主要な事業の状況

を示す指標として次に掲げる事項

⑴ 経常収益

⑵ 経常利益

⑶ 当期利益

⑷ 出資総額及び総口数

⑸ 純資産額

⑹ 総資産額

⑺ 預金積金残高

⑻ 貸出金残高

⑼ 有価証券残高

⑽ 単体自己資本費率

⑾ 出資に対する配当金

⑿ 職員数

ハ 直近の２事業年度における事業の状況を示す

指標として別表に掲げる事項

⑴ 主要な業務の状況を示す指標

① 業務粗利益及び業務粗利益率

② 資金運用収支、役務取引等収支及びその

他業務収支

③ 資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均

残高、利息、利回り、資金利鞘

④ 受取利息、支払利息の増減

⑤ 総資産経常利益率

⑥ 総資産当期純利益率

⑵ 預金に関する指標

① 流動性預金、定期性預金、譲渡性預金そ

の他の平均残高

② 固定自由金利定期預金及び変動自由金利

定期預金及びその他の区分毎の定期預金

の残高

⑶ 貸出金に関する指標

① 手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引

手形の平均残高

② 固定金利及び変動金利の区分毎の貸出金

の残高

③ 担保の種類別の貸出金残高及び貸出金の

総額に占める割合

④ 使途別の貸出金残高

⑤ 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に

占める割合

⑥ 預貸率の期末値及び期中平均値

⑷ 有価証券に関する指標

① 有価証券の種類別平均残高

② 有価証券の種類別の残存期間別残高

③ 預証率の期末値及び期中平均値

４．金庫の事業の運営に関する次に掲げる事項

イ リスク管理の態勢

ロ 法令遵守の態勢

ハ 金融ADR制度への対応

５．金庫の直近の２事業年度における次に掲げる事項

イ 貸借対照表

損益計算書

剰余金処分計算書

ロ 貸出金のうち次に掲げるものの額及び合計額

⑴ 破綻先債権

⑵ 延滞債権

⑶ ３ヶ月以上延滞債権

⑷ 貸出条件緩和債権

ハ 自己資本の充実の状況について金融庁長官が

別に定める事項

ニ 次に掲げるものに関する取得価額、時価、評

価損益

⑴ 有価証券

⑵ 金銭の信託

⑶ 第102条第１項第５号に掲げる取引

ホ 貸倒引当金の末期残高及び期中増減額

ヘ 貸出金償却の額

ト 金庫が法第38条２第３項の規定に基づき貸

借対照表等について会計監査人の監査を受け

ている場合にはその旨

６．報酬体系

信用金庫法施行規則（省令）で定められた開示項目一覧




